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 はじめに 

 

 インターネットの普及やＩＰ技術の進歩によりネットワークのＩＰ化が進展

し、固定電話ネットワークのＩＰ化も進められようとしている。一方、ドライ

カッパを用いる固定電話サービスが登場するなど、電気通信番号を取り巻く環

境も大きく変化している。 

 

 電気通信番号は、着信先を識別するという基本的な役割のほか、サービスの

種類や、地理、料金、品質の識別といった役割を担ってきているが、ネットワ

ークのＩＰ化により、例えば、通話料金が距離に依存しなくなり、電気通信番

号による市内・市外通話の識別ニーズが低下することが予想されるなど、電気

通信番号に求められる役割について見直しが必要となっている。また、ネット

ワークのＩＰ化の進展により、これまでにない新しいサービスや従来のサービ

スが融合されたサービスなど、様々なサービスの出現が予想され、これらのサ

ービスで用いる番号についても検討が必要となってくる。 

 

 一方、固定電話番号については、「平成１４年度 電気通信番号に関する研

究会」において番号需要の予測を行い、２０年後までにひっ迫が予測される番

号区画のすべてにおいて、従来の桁ずらし等の短期的な対策によりひっ迫の回

避が可能との結果が得られている。しかしながら、固定電話と同じ番号を使用

するＩＰ電話サービスや、ドライカッパを用いる固定電話サービスなどにより、

固定電話番号に対する需要が急増し、固定電話番号が不足する可能性が高まっ

ており、サービス提供に必要な番号の確保が必要となっている。 

 

 ＩＰ時代における電気通信番号の在り方に関する研究会では、このような状

況を踏まえ、ＩＰ化が進展していく中、今後、電気通信番号に求められる役割

等、電気通信番号の在り方について検討を行うとともに、国民生活に最も浸透

している番号である固定電話番号について、最近の環境の変化を踏まえ、改め

て需要予測を行い、具体的なひっ迫対策の検討を行った。また、あわせて、Ｅ

ＮＵＭトライアル、１ＸＹ番号についての検討も行った。 

 

 本報告書は、これら検討結果を取りまとめたものである。 

 



目 次 
 

 

はじめに  
 

第１章 電気通信番号の現状と課題  
１－１ 電気通信番号の現状  

（１）電気通信番号の概要 ･････････････････････････････････････････ 3 

（２）電気通信番号の指定状況 ･････････････････････････････････････ 4 

（３）０ＡＢ～Ｊ番号と番号区画 ･･･････････････････････････････････ 6 

１－２ 電気通信番号を取り巻く環境の変化  

（１）固定電話ネットワークのＩＰ化の動向 ･････････････････････････ 9 

（２）ＩＰ電話の動向 ････････････････････････････････････････････ 12 

（３）ドライカッパを用いる固定電話サービス ･･････････････････････ 13 

（４）その他の動向 ･･････････････････････････････････････････････ 14 

１－３ 電気通信番号に関する課題  

（１）ネットワークのＩＰ化が電気通信番号に及ぼす影響 ････････････ 15 

（２）固定電話番号のひっ迫対策 ･･････････････････････････････････ 16 

 

第２章 利用者の意識   
２－１ 現在の固定電話番号について ･･････････････････････････････ 21 

２－２ 今後の固定電話番号について ･･････････････････････････････ 25 

２－３ その他電話番号一般について ･･････････････････････････････ 29 

 

第３章 ＩＰ時代における電気通信番号の在り方  
３－１ 電気通信番号の役割とＩＰ化の影響  

 （１）電気通信番号の役割 ････････････････････････････････････････ 33 

 （２）ＩＰ化の番号への影響 ･･････････････････････････････････････ 34 

３－２ 電気通信番号の在り方 

（１）サービスの識別 ････････････････････････････････････････････ 36 

 （２）地理的識別・番号区画 ･･････････････････････････････････････ 38 

 （３）料金の識別 ････････････････････････････････････････････････ 41 

 （４）通話品質の識別 ････････････････････････････････････････････ 43 

 （５）社会的信頼性の識別 ････････････････････････････････････････ 44 

 （６）新しいサービスの番号 ･･････････････････････････････････････ 46 

 （７）その他 ････････････････････････････････････････････････････ 48 

３－３ まとめ  

（１）電気通信番号の役割 ････････････････････････････････････････ 49 

（２）新しいサービスの番号 ･･････････････････････････････････････ 49 

 

 



第４章 固定電話番号のひっ迫対策  
４－１ ひっ迫対策検討の目的 ････････････････････････････････････ 53 

４－２ アンケート調査方法と番号需要予測結果 

（１） アンケート調査方法 ･･････････････････････････････････････ 53 

（２） 番号需要予測結果 ････････････････････････････････････････ 54 

４－３ ひっ迫対策の検討 

（１） 検討の進め方 ････････････････････････････････････････････ 56 

（２） 既存のひっ迫対策による分析結果 ･･････････････････････････ 57 

（３） 新たなひっ迫対策の検討（ステップ２） ････････････････････ 58 

４－４ ０ＡＢ～Ｊ番号の確保に向けて ････････････････････････････ 61 
 

 

第５章 その他の検討課題  
５－１ ＥＮＵＭトライアルへの対応 

（１） ＥＮＵＭとは ････････････････････････････････････････････ 65 

（２） ＩＴＵの検討状況 ････････････････････････････････････････ 66 

（３） 諸外国のＥＮＵＭトライアルへの取組 ･･････････････････････ 68 

（４） 我が国におけるＥＮＵＭトライアルへの対応方針 ････････････ 68 

（５） ＥＮＵＭの実用化に向けた検討 ････････････････････････････ 70 

５－２ １ＸＹ番号による営業・料金案内接続について 

（１） 営業・料金案内に用いる番号の在り方について ･･････････････ 71 

（２） 営業・料金案内用番号の状況 ･･････････････････････････････ 71 

（３） 検討 ････････････････････････････････････････････････････ 71 

（４） まとめ ･･････････････････････････････････････････････････ 72 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 

 

電気通信番号の現状と課題 
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第１章 電気通信番号の現状と課題  
 

１－１ 電気通信番号の現状 

 

（１）電気通信番号の概要 

 

「電気通信番号」は、「電気通信事業者が電気通信役務の提供に当たり送信の

場所と受信の場所との間を接続するために電気通信設備を識別し、又は提供すべ

き電気通信役務の種類若しくは内容を識別するために用いる番号、記号その他の

符号をいう。」と定義されている（電気通信事業法第５０条）。 

この「電気通信番号」は、単に着信先を示すものだけではなく、電気通信事業

者を識別する番号、着信先の地域を識別する番号、電気通信役務の種類又は内容

を識別する番号、電話サービス以外の電気通信サービスに用いる番号など幅広い

ものとなっている（図表１－１）。また、一般に「電話番号」は、電話サービス

において着信先を示す番号のことを指している。 

 

種 類 概 要 

０ＡＢ～Ｊ番号 

（Ａ～Ｊは数字） 

・主に固定電話で使用される番号（「03-」、「042-」等） 

０Ａ０から始まる番号 

（Ａは０以外の数字） 

・国際プレフィックス（010）、発信者課金無線呼出（020）、

ＩＰ電話サービス（050）、個人通信サービス（UPT）（060）、

ＰＨＳ（070）、携帯電話（080／090）などに使用される番号。

０ＡＢ０から始まる番号 

（Ａ、Ｂは０以外の数字） 

・着信課金サービス（0120）、情報料回収代行サービス（0990）

などに使用される番号。 

１ＸＹ番号 

（Ｘ、Ｙは数字） 

・緊急通報（110、118、119）、天気予報（177）、時報（117）、

発信番号通知／非通知（184／186）などに使用される番号。

００から始まる番号 

 

・電気通信事業者を識別する際に使用される番号（0033､

0038､0077､0088 など） 

 

図表１－１ 主な電気通信番号の種類 
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（２）電気通信番号の指定状況 

 

０ＡＢ～Ｊ番号は、電気通信番号規則に基づき、いわゆる地域系電気通信事業

者による電話サービスのほか、ＣＡＴＶ事業者が提供する電話サービス、ＩＳＤ

Ｎ、無線呼出し、長距離中継系事業者等が提供する直収電話サービスに係る端末

系伝送路設備の識別に利用されている。 

０ＡＢ～Ｊ番号の指定数の推移は図表１－２、ＮＴＴ東西以外の事業者への指

定数の推移は図表１－３のとおりである。ＮＴＴ東西についてはほぼ横ばいであ

るのに対し、それ以外の事業者については着実に増加しており、平成１７年３月

末現在で、４８社に対して２億５，２５４万番号が指定されている。 

   ０ＡＢ～Ｊ番号の需要に影響を与える要因としては、加入電話、ＩＳＤＮ、無

線呼出し等の従来から提供されているサービスの利用状況のみならず、０ＡＢ～

Ｊ番号を用いるＩＰ電話サービスやドライカッパを利用する固定電話サービス

などの新しい要因が考えられる。 
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図表１－２ ０ＡＢ～Ｊ番号の指定状況（事業者別） 



５ 

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

H9年度末 H10年度末 H11年度末 H12年度末 H13年度末 H14年度末 H15年度末 H16年度末

指
定
番
号
数

（
万
番
号

）

ﾄﾞｺﾓｸﾞﾙｰﾌﾟ 日本ﾃﾚｺﾑ

KDDI 平成電電

ﾌｭｰｼﾞｮﾝｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ ﾊﾟﾜｰﾄﾞｺﾑ

その他

 
図表１－３ ０ＡＢ～Ｊ番号の指定状況（ＮＴＴ東西以外の事業者別） 

 

０Ａ０番号のうち０５０番号は、平成１４年９月の電気通信番号規則改正によ

り、ＩＰ電話に指定されている番号であり、平成１７年３月末現在、２８社に対

して１，８０６万番号が指定されている（図表１－４）。 
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図表１－４ ０５０番号の指定状況 
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また、０８０／０９０で始まる携帯電話の番号については、０８０／０９０に

続く３桁を事業者ごとに指定している。平成１７年３月末現在、１億１，９５０

万番号が指定されている（図表１－５）。指定番号数は、伸びは若干小さくはな

っているものの増加が続いている。携帯電話の番号については、平成１１年１月

に１１桁化と同時に０９０番号に移行し、平成１２年９月には０８０番号を追加

することにより、ひっ迫を回避している。 
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図表１－５ ０８０及び０９０番号の指定状況 

 

 

（３）０ＡＢ～Ｊ番号と番号区画 

 

０ＡＢ～Ｊ番号は、市外局番、市内局番及び加入者番号から構成される９桁又

は８桁の番号であり、主に固定端末系伝送路設備等を識別するために利用されて

いる。 

この０ＡＢ～Ｊ番号については、全国を６１２（平成１６年１２月３１日現在）

の番号区画に区分し、番号区画ごとの市外局番を告示で定めている。市内局番に

ついては、電気通信事業者からの申請に基づき、総務大臣が番号区画ごとに指定

しており、指定できる市内局番の数には限りがある。また、加入者番号（下４桁）

については、電気通信事業者が加入者に割り当てている（図表１－６）。 

一般には、国内プレフィックスである「０」を最初に加え、全９～１０桁を市

外局番、市内局番、加入者番号の順でダイヤルすることになる。 
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図表１－６ 固定電話番号の構成 

 

利用者は市外局番からある程度の地域を識別することが可能となっている。現

行の告示で定める番号では、１桁目のＡコードでおおまかな地方識別が可能であ

り、またＡＢコードでおおむね県識別が可能となっている（図表１－７）。 

 

図表１－７ 市外局番の配分 
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3: 東京
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番号区画は、昭和３６年に当時の電電公社の料金区画を基準に制定されたもの

が基本的に今日まで維持されており、番号区画ごとに市外局番を規定し、番号区

画内では市外局番のダイヤルを省略し、市内局番と加入者番号のみで接続可能と

している（閉番号ダイヤル）。ひっ迫対策として桁ずらし等を実施してきたこと

により、現在は、複数の番号区画で同一の市外局番を利用している場合も増えて

きている（図表１－８）。 

一方、単位料金区域（以下「ＭＡ」という。）については、事業者ごとに設定

可能ではあるが、実際には各事業者ともＮＴＴ地域会社のＭＡを基本にＭＡを設

定している。 

現状では、ＭＡを越えないように番号区画が設定されており、ＭＡが異なる場

合には、市外局番が同一であっても市外局番からダイヤルする必要があり、市外

局番を省略してダイヤルが可能な通話については、料金は、市内料金との認識が

一般的となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

図表１－８ 番号区画とＭＡ（平成１６年１２月３１日現在） 

 

   また、指定番号数と番号区画数の関係は図表１－９のとおりであり、指定番号

数が１１～３０程度の番号区画が多くなっている。 

 

 

 

図表１－９ ０ＡＢ～Ｊ番号の指定状況 （指定番号数と番号区画） 
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１－２ 電気通信番号を取り巻く環境の変化 

 

（１）固定電話ネットワークのＩＰ化の動向 

 

   インターネットの普及、ＤＳＬやＦＴＴＨ等のブロードバンドアクセスの進展

など、ネットワーク全体のＩＰ化が進む中、電気通信事業者においては既存の固

定電話ネットワークについてもＩＰ化の動きが出てきている。 

 

ア ＫＤＤＩ株式会社 

    ＫＤＤＩ株式会社においては、既に、「ＫＤＤＩ光プラス」と「ＫＤＤＩ光

ダイレクト」についてはＩＰネットワークを使用して提供しており、また、「Ｋ

ＤＤＩメタルプラス」については、ネットワークの加入者系を除く部分にＩＰ

ネットワークを使用して提供している。また、０５０番号を利用するＩＰ電話

についてはすべてＩＰネットワークを使用して提供している。 

    さらに、現在光プラスで使用しているＩＰネットワーク（ＣＤＮ：音声をデ

ータよりも優先的に転送することによって既存の固定電話と同等の通話品質

を実現したＩＰネットワーク）を拡張して既存の固定電話ネットワークの交換

機を平成１７年度よりソフトスイッチに順次置き換え、直収サービスを拡充し、

平成１９年度末までに中継交換機からソフトスイッチへの置換を完了する予

定としている。 

 

   KDDI高品質IP網(CDN) 

 

ルータ 

C5SS （注３）

光ダイレクト

光プラス電話

(ＦTTH) 

マイライン

NTT東西 
固定電話網 

NTT東西 
固定電話網 

C4SS （注２） 

NGW（注１）

KDDIメタルプラス
（ドライカッパ） 

NTT局舎NTT局舎

（注１） NGW＝Network Gateway 

DION IP電話(ベストエフォート)

DION IP電話 

C4SS （注２） 

（注２） C4SS (Class4 SoftSwitch)： 中継系ソフトスイッチ。VoIP網と回線交換網とを接続する設備。MGC, MG, SG等から構成。 

（注３） C5SS (Class5 SoftSwitch)： 加入者系ソフトスイッチ。VoIP加入者を管理し、VoIPサービスを提供する設備(SIPサーバ)。 

利用 利用

図表１－１０ ＫＤＤＩのＩＰ化後のネットワーク構成図 
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イ ＮＴＴグループ 

    ＮＴＴグループにおいても、既に「ひかり電話」「ひかり電話ビジネスタイ

プ」についてはすべてＩＰネットワークを使用して提供しており、また、０５

０番号を利用するＩＰ電話についてもすべてＩＰネットワークを使用して提

供している。 

さらに、ＮＴＴグループでは、平成１６年１１月に発表した中期経営戦略に

おいて、「高品質、柔軟でセキュリティを担保する次世代ネットワークの構築」

「既存の固定電話からＩＰ電話、メタルから光アクセスへの円滑なマイグレー

ション」などに積極的に取り組むとしている。 

   この次世代ネットワークは、利用者の情報通信端末機器からネットワークま

で、エンド・トゥ・エンドで一貫してＩＰ化（フルＩＰ化）し、固定電話網と

ＩＰネットワークの特徴を兼ね備えたネットワークであり、２０１０年（平成

２２年）には、３，０００万の利用者に光アクセスと次世代ネットワークサー

ビスを提供する計画である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

加入者収容網 
中継網

加入者収容網

〔中継ﾉｰﾄﾞ〕

 光アクセスと組み合わせた次世代ネットワークは、利用者の情報通信端末機器からネットワークまでエン

ド・トゥ・エンドで一貫してＩＰ化（フルＩＰ化）し、固定電話網とＩＰネットワークの特長を兼ね備え

たもの 

(物理的な構成例) 

〔波長多重伝送路〕 

〔光波長クロスコネクト〕 

図表１－１１ ＮＴＴグループの次世代ネットワーク構成図 

〔エッジノード〕 

・光加入者線を収容 

・品質確保、セキュ

リティ、コネクティ

ビティ機能を実現 

・利用者が事業者・

サービスを選択す

る機能を検討 

 

 

〔光波長ﾒｯｼｭ網〕 

・光波長多重化技術

の活用により波長単

位のメッシュ網 

を実現 



１１ 

 ウ フュージョン・コミュニケーションズ株式会社 

フュージョン・コミュニケーションズ株式会社は、「（すべての通信サービ

スをＩＰで実現する）Everything over IP」の実現を目指し、専用ＩＰネット

ワーク上に音声を融合したＩＰ（中継）電話サービスを実現させ、平成１３年

４月から中継サービスを行っている。 

また、エンド・トゥ・エンドのＩＰネットワークで提供する加入者系ＩＰ電

話サービスは平成１５年２月に開始している。 

将来的には、既存の加入者交換機を用いる音声通信ネットワーク、専用線網、

データ通信網・ルータを用いるネットワークなどをすべて融合したＩＰネット

ワークを用いた方式に１本化する予定としている。 

 

 
 

図表１－１２ フュージョン・コミュニケーションズのＩＰ電話ネットワーク構成図 

 

 

  エ 英国ブリティッシュ・テレコム（ＢＴ） 

海外においては、英国ブリティッシュ・テレコム（ＢＴ）が、既存のＰＳＴ

Ｎを廃止し、段階的にＩＰネットワークに置き換えるとの計画を公表している

（21 世紀ネットワークビジョン 平成１６年６月発表）。 

本計画では既存のサービスではサービスごとに別のネットワークを利用し

ており、ネットワーク全体が多層的な構造であったところを、ＩＰベースの単

一マルチサービスネットワークへ移行することとしている（利用者の本格的な

移行は平成１８年から平成２０年となる見込み）。ネットワークアーキテクチ

ャの簡素化・効率化を通じ、毎年約２，０００億円程度のコスト削減を見込ん

でいる。 
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（２）ＩＰ電話の動向 

 

ＩＰ電話の番号については、平成１４年９月に電気通信番号規則の改正が行わ

れ、電話として最低限必要な品質が確保されているＩＰ電話には、０５０番号が

指定されている。平成１５年１０月にはＮＴＴ東西からの着信が可能となるなど

利便性が高まり、利用が拡大している。０５０番号は、携帯電話等の他の０Ａ０

番号と同様に全国どこであっても同じ番号を使用できる地理的識別のないロケ

ーションフリーの番号となっている。 

一方、従来の固定電話と同等の通話品質や地理的識別、信頼性等を有するＩＰ

電話については、固定電話と同じ０ＡＢ～Ｊ番号が指定されている。０ＡＢ～Ｊ

番号を用いるＩＰ電話については、平成１４年１月からサービスが開始されてお

り、その後、平成１５年１０月には、ＮＴＴ東西もサービス提供を開始するなど、

平成１５～１６年度にかけてサービスを開始する事業者が急増しており、平成１

７年４月１日現在、１４社がサービス提供している。 

 

 

 

図表１－１３ ０ＡＢ～Ｊ番号を使用する IP 電話サービス提供事業者数の推移 

 

 

また、ＩＰ電話の通話料金については、０ＡＢ～Ｊ番号を利用するＩＰ電話、

０５０番号を利用するＩＰ電話共に、距離に依存しない料金体系となっており、

同一事業者内での通話は無料となっている場合も多い。 
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平成１７年４月１日現在

ＮＴＴ
東西

ﾌｭｰ
ｼﾞｮﾝ

ＮＴＴｺﾐｭﾆ
ｹｰｼｮﾝｽﾞ

KDDI
ｹｲ･ｵﾌﾟ
ﾃｨｺﾑ

ﾌｭｰｼﾞｮﾝ
ＮＴＴｺﾐｭﾆ
ｹｰｼｮﾝｽﾞ

KDDI ｹｲ･ｵﾌﾟﾃｨｺﾑ
日本
ﾃﾚｺﾑ

NTT東西
（注３）

10.5円
(10.8円 注4)

10.8円
(10.5円 注5)

10.8円 8円
57円

(51円 注6)
40～60
円

フュージョン 8円 51円 46円

ＮＴＴｺﾐｭﾆ
ｹｰｼｮﾝｽﾞ

8円 52.5円 40円

ＫＤＤＩ
（注３）

無料 8円 8円 60円 40円

ｹｲ･ｵﾌﾟﾃｨｺﾑ 無料 無料 8円
8円

（7.4円 注7)
54円

60円
（注8）

フュージョン 無料 無料 8円 8円 48円 46円

ＮＴＴｺﾐｭﾆ
ｹｰｼｮﾝｽﾞ

8円 無料 8円 52.5円 40円

ＫＤＤＩ（注３）
8円

（無料 注9）
8円 8円

54円
(51円 注10)

40円

ｹｲ･ｵﾌﾟﾃｨ
ｺﾑ（注３）

無料 無料 7.4円 7.4円
8円

(7.4円 注7)
54円

60円
（注8）

日本テレコム 無料 7.4円 無料 8円 54円 40円

（注１） 事業者は、ﾄﾞｺﾓｸﾞﾙｰﾌﾟ、ａｕｸﾞﾙｰﾌﾟ、ﾂｰｶｰｸﾞﾙｰﾌﾟ、ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝ

（注２） 事業者は、ﾄﾞｺﾓｸﾞﾙｰﾌﾟ、ｳｨﾙｺﾑ、ｱｽﾃﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ。通話料金の他に通話１回ごとに10円の別途費用を含む。

（注３） 個人向け料金であり、法人向けＩＰ電話サービス料金は体系が若干異なる。

（注４） ＮＴＴ東西から旧ﾊﾟﾜｰﾄﾞｺﾑへの発信は10.8円

（注５） ＮＴＴ西から発信のうちｹｲ･ｵﾌﾟﾃｨｺﾑのエリア内あては10.5円

（注６） ドコモｸﾞﾙｰﾌﾟへの発信は1分17円

（注７） エリア内通話は3分7.4円

（注８） １回の通話ごとの別途費用（10円）は不要

（注９） 旧パワードコム　POINT Phoneへの発信は無料

（注10） ａｕｸﾞﾙｰﾌﾟへの発信は1分17円

8円（7.4円　注7）

無料8円（7.4円　注7）

ＰＨＳ
（注２）

０ＡＢ～Ｊ　ＩＰ電話
ＮＴＴ固定

8円

０５０　ＩＰ電話
携帯電話
（注１）

     ＜着信＞

＜発信＞

無料8円

8円

8円

8円

8円

8円

10.8円

8円

※　３分間通話した場合の料金（税別）。ただし、ＰＨＳは１回の通話ごとに別途10円（税別）かかるため、３分間の通話を１回行ったものとして算出。

０
５
０
　
Ｉ
Ｐ
電
話

8円

8円 8円

０
A
B
〜

Ｊ
Ｉ
Ｐ
電
話

8円

8円 8円

8円

 

図表１－１４ 主なＩＰ電話の通話料金 

 

 

（３）ドライカッパを用いる固定電話サービス 

 

   固定電話サービスの分野では、従来から、加入者回線部分に専用線を用い、Ｎ

ＴＴ東西の加入者交換機を介さずに電気通信事業者自らが設置した加入者交換

機に直接収容してサービスを提供するいわゆる直収電話サービスが提供されて

いた。この直収電話サービスの新たな形態として、ＮＴＴ東西のドライカッパを

用いて固定電話サービスを提供する形態が登場している。平成１５年７月から平

成電電が「ＣＨＯＫＫＡ」の提供を開始し、平成１６年１２月には日本テレコム

が「おとくライン」、平成１７年２月にはＫＤＤＩが「メタルプラス」の提供を

開始している。 

   ドライカッパを用いる固定電話は、０ＡＢ～Ｊ番号を利用しており、利用者は

番号ポータビリティにより、事業者を変更してもＮＴＴ東西で利用していた番号

と同じ番号を使い続けることができる。 
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図表１－１５ ドライカッパを用いる固定電話サービス 

 

 

 

 

 

 

 

（４）その他の動向 

 

ア ＦＭＣの動向 

   ＦＭＣ（Fixed and Mobile Convergence）とは、携帯電話端末を家庭やオフィ

ス内では固定通信網に接続して使用し、屋外では移動通信網に接続して使用す

るサービスである。ＦＭＣでは、端末が固定通信網と移動通信網をシームレス

に自動選択するため、利用者はどのエリアにいるかを意識する必要はない。ま

た、家庭やオフィス内では固定通信網を経由することになるため、携帯電話を

オフィス内で使用するよりも音声品質が向上し、通話料金を抑えることができ

るというメリットもある。 

    ＦＭＣの代表的な例として、英国ブリティッシュ・テレコム（ＢＴ）の

「Bluephone」がある。Bluephone は、携帯電話端末により、家庭やオフィス内

では固定通信網に接続し、屋外ではボーダフォンの移動通信網に接続し、既存

の移動体番号で屋内及び屋外での発着信を可能とするサービスである。ＢＴで

は、Bluephone を平成１７年にも開始する予定としている。 

 

ＮＴＴ局舎 

Ｎ Ｔ Ｔ 交

換機 

ＮＣＣ設備 

ＮＣＣ回線 

ＮＴＴ回線 

 ＭＤＦ 
（主配線盤） 

既存サービス 

ドライカッパを用いる

形態 

 

ＮＴＴメタル回線 

接続切り替え 
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イ 番号ポータビリティ 

    番号ポータビリティは、電話サービスの利用者が電気通信事業者を変更した

場合に、電話番号を変更することなく変更後の電気通信事業者のサービスを受

けることができるようにするものである。 

 

    固定電話の番号ポータビリティについては、現在、ＮＴＴ地域会社から他の

事業者に変更した場合にのみ実現されている。現在の番号ポータビリティの方

式は、移転先にルーティングする際に、もう一つ別の番号を裏番号として用い

る二重に番号を使用する方式となっている。これは、「番号ポータビリティの

費用負担に関する研究会報告書」（平成１１年３月）において、番号ポータビ

リティの立ち上がり期においては、ネットワークの改造費用が多額にのぼると

想定されるため、当面の間は、簡易な方式（二重番号を利用）で実現すること

とされたことによるものであり、番号ポータビリティの利用が拡大した場合に

は、現行の方式のままでは、番号のひっ迫を引き起こす恐れがある。このため、

現在、関係電気通信事業者間において、二重番号を用いる方式の見直しが検討

されている。 

 

    一方、携帯電話の番号ポータビリティについては、平成１５年１１月から「携

帯電話の番号ポータビリティの在り方に関する研究会」において検討が行われ、

平成１６年４月に「平成１８年度のなるべく早い時期を目途に実施されること

が適当である。」とする報告書が取りまとめられている。これを受け、同年５

月、総務省から「携帯電話の番号ポータビリティの導入に関するガイドライン」

が公表され、現在、このガイドラインに従い、関係電気通信事業者において導

入に向けた検討が進められている。 

 

 

１－３ 電気通信番号に関する課題 

 

（１）ネットワークのＩＰ化が電気通信番号に及ぼす影響 

 

電気通信番号は、着信先を識別するという基本的な役割のほか、サービスの種

類や地理の識別、あるいは料金の識別などの役割を持っているものと考えられる。

既存の固定電話ネットワーク等のＩＰ化の進展に伴い、サービスを提供するネッ

トワークの構造が変化し、サービスそのものも変わっていくと考えられ、これま

で電気通信番号が担ってきた役割についても変化が生じる可能性がある。例えば、

固定電話番号による通話料金の識別については、通話料金が距離に依存しなくな
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ることにより、電気通信番号による市内・市外通話の識別のニーズは低下するこ

とが予想されるため、ＩＰネットワークにおいても地理的識別を求めるかどうか

といった問題が出てくると考えられる。 

一方、今後、ＦＭＣに代表されるような従来のサービスが融合したサービスや

これまでにない新しいサービスなど様々なサービスの提供が予想される。このた

め、これらのサービスで使用する電気通信番号についても検討する必要がある。 

このように、ＩＰ化が進展していく中で、固定電話番号をはじめとする電気通

信番号にどのような役割が求められるのか等、電気通信番号の在り方について検

討することが必要である。 

 

 

 

図表１－１６ ＩＰ化が電気通信番号に及ぼす影響 

 

 

（２）固定電話番号のひっ迫対策 

 

０ＡＢ～Ｊ番号のひっ迫対策については、「平成１４年度電気通信番号に関す

る研究会」において検討が行われており、２０年後までの需要予測を行った結果、

２０年後までにひっ迫が予測されるすべての番号区画について、現行の短期的対

策によりひっ迫の回避が可能との結論が得られている。 

しかしながら、０ＡＢ～Ｊ番号を使用するＩＰ電話や、ドライカッパを用いる

固定電話サービスなどによる新たな番号需要により、番号のひっ迫が生じる可能

 

0AB～J 番号は 

どうあるべきか？
 

 

例えば、固定電話番号の 
地理識別（番号区画）は 
どうあるべきか等 

新たな番号需要

や番号利用方法

電話網のIP化 

IP電話の普及 

ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ 
ｻｰﾋﾞｽの進展 
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通話料金のフラット化

事業者数の増加
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品質への期待 
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地理的識別確保のた

め追加コストの発生 

番号による市内・市外 
通話識別ニーズの低下

番号需要の増加に 
伴う番号ひっ迫 

通話品質確保の必要性

どの番号を利用？
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性が出てきている。 

このため、改めて０ＡＢ～Ｊ番号の需要調査を実施するとともに、ひっ迫が生

じる恐れがある場合には、具体的なひっ迫対策の検討を行うことが必要である。 

なお、その他ＩＰ電話の番号（０５０番号）については、利用可能な番号数９，

０００万番号に対して、平成１７年３月末現在で１，８０６万番号が指定されて

いる状況であり、携帯電話の番号（０８０／０９０番号）等については、利用可

能な番号数１億８，０００万番号に対して、平成１７年３月末現在で１億１，９

５０万番号が指定されている状況、また、その他の番号についても利用可能な残

りの番号数に余裕があることから、当面、ひっ迫の可能性はないものと考えられ

る。 

 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

第２章 

 

利用者の意識 

－平成 16 年度電気通信サービスモニター調査より－ 
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第２章 利用者の意識 

 

本章では、電気通信番号に対する利用者の意識を調査するため、電気通信サービス

モニターを対象に実施したアンケート（以下「電気通信モニター調査」という。）を

実施し、その結果に基づき利用者の意識を分析した。アンケート対象者９９９人中９

２２人から回答があった。詳細は参考資料に示す。 
 

２－１  現在の固定電話番号について(問１、問２) 

 

問１(１) 固定電話サービスであることの認識 

「電話番号からサービスの種類が固定電話であることがわかる」ことに対し

て、約６割(61.9%)が「わかる」としており、「どちらかと言えばわかる」を含

めると、約９割(87.9%)であった。一方、「わからない」、「どちらかといえばわ

からない」は、あわせて１割弱(9.0%)にすぎず、多くの人が電話番号で固定電

話であることを識別していることがわかる。 

問１（１）固定電話サービスであることの認識
（単一回答／921人）

２ どちらかと
言えばわかる
25.3%

１ わかる
61.9%

５ わからない
5.6%

４ どちらかと
言えばわから

ない
3.4%

３ どちらとも
言えない
3.8%

 

 

問１(２) 電話番号から地域の識別 

「電話番号から地域の見当がつく」ことに対して、「そう思う」は約５割

(49.9%)を占め、「どちらかと言えばそう思う」を含めると、９割弱(88.3%)が

番号から地域を意識していることがわかる。一方、「そうは思わない」、「どち

らかといえばそうは思わない」は 3.8%にすぎず、番号により地域がわかるとの

認識が一般的であることがわかる。 
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問１（２）地域の識別（単一回答／921人）

２ どちらかと言
えばそう思う
38.4%

１ そう思う
49.9%

５ そうは
思わない
1.2%

４ どちらかと言
えばそうは思わ

ない
2.6%

３ どちらとも言
えない
7.8%

 

 

問１(３) 市外局番からの料金識別 

「電話番号から通話料金の見当がつく(市外局番が通話料金の目安となって

いる)」ことに対して、「そう思う」は約２割(17.8%)となり、「どちらかと言え

ばそう思う」とあわせると、約半数(49.6%)が市外局番を料金の目安としてい

ることがわかる。一方、「そうは思わない」、「どちらかといえばそうは思わな

い」も３割弱(27.7%)ある。 

問１（３）通話料金の識別（単一回答／919人）

２ どちらかと言

えばそう思う

31.8%

１ そう思う
17.8%

５ そうは思わ
ない
16.6%

４ どちらかと
言えばそうは
思わない
11.1%

３ どちらとも
言えない
22.6%
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問１(４) 電話番号から所在地が特定できることへの信頼 

「固定電話であるため通話相手先の所在地が特定可能であり、信頼できる

(社会的信用度が高い)」ことに対して、「そう思う」、「どちらかと言えばそう

思う」はあわせて約７割(68.3%)を占める。一方、「そうは思わない」、「どちら

かといえばそうは思わない」は約１割(10.8%)であり、多くの人が固定電話番

号に信頼を置いていることがわかる。 

問１（４）社会的信頼性（単一回答／919人）

２ どちらかと言
えばそう思う
36.9%

１ そう思う
31.4%

５ そうは思わ
ない
7.8%

４ どちらかと
言えばそうは思

わない
3.0%

３ どちらとも
言えない
20.8%

 

 

問１(５) 携帯電話やＩＰ電話との通話品質の比較 

「携帯電話やＩＰ電話に比べて一般に通話品質がよい(音声が聞き取りやす

い等)」ことに対して、「そう思う」は約半数(46.6%)にのぼり、「どちらかと言

えばそう思う」をあわせると、約８割(78.4%)が固定電話の方が IP 電話や携帯

等よりも音質が良いと感じている。一方、「そうは思わない」、「どちらかと言

えばそうは思わない」は１割に満たず(5.2%)、多くが通話品質の違いを意識し

ていることがわかる。 
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問１（５）携帯電話やＩＰ電話との通話品質の比較
（単一回答／918人）

２ どちらかと言
えばそう思う
31.8%

１ そう思う
46.6%

５ そうは思わ
ない
3.7%

４ どちらかと
言えばそうは
思わない
1.5%

３ どちらとも
言えない
16.3%

 

 

問１(６) 緊急通報の利用可能 

「緊急通報(１１０、１１８、１１９)が利用可能である」ことに対して、８

割近く(79.3%)が「そう思う」と答え、「どちらかと言えばそう思う」とあわせ

ると、９割以上(92.2%)が固定電話から緊急通報が利用できると考えている。

一方、「そう思わない」、「どちらかと言えばそう思わない」は 1.1%と非常に少

なく、固定電話から緊急通報が利用できることが一般認識になっていることが

わかる。 

問１（６）緊急通報の利用可否（単一回答／919人）

２ どちらかと言
えばそう思う
14.0%

１ そう思う
78.2%

５ そうは思わ
ない
1.1%

４ どちらかと
言えばそうは思

わない
0.0%３ どちらとも

言えない
6.6%

 

 

問２ 市内電話をかけるときの、市外局番ダイヤル省略の程度 

「現在、市内電話をかけるときに、市外局番を省略してダイヤルしている」

ことに対して、「必ず省略する」が７割強(75.1%)と大部分をしめ、「どちらか
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と言えば省略している」をあわせると、約９割(92.2%)が、市外局番を省略し

ている。一方、「省略しない」は 6.0%にとどまり、市内通話での市外局番の省

略が広く用いられていることがわかる。 

問２　市内電話をかける場合のダイヤル手順
（単一回答／920人）

２ どちらかと
言えば省略して

いる
17.1%

１ 必ず省略して
いる
75.1%

５ 市内通話でも
市外局番からダ
イヤルしている

2.1%

４ どちらかと言
えば市内通話で
も市外局番から
ダイヤルしてい

る
3.9%

３ どちらとも言
えない
1.8%

 

 

 

２－２  今後の固定電話番号について 

 

問３ 電話番号からの地域識別の必要性 

「固定電話番号について、電話番号から地域が識別できることが必要であ

る」ことに対して、６割弱(57.6%)が「必要」と答え、「どちらかと言えば必要」

をあわせると、全体の９割弱(88.5%)が、地理的識別性は必要だと考えている。 

一方、「不要」、「どちらかといえば不要」は１割にも満たず(4.9%)、多くの

人が番号による地理的識別性を必要だと考えていることがわかる。 
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問３　地域識別の必要性（単一回答／920人）

３ どちらとも
言えない
6.6%

４ どちらかと
言えば不要
2.5%

５ 不要
2.4%

１ 必要
57.6%

２ どちらかと
言えば必要
30.9%

 

 

問４ 電話番号からの地域識別の範囲 

「固定電話番号から識別できる地域の程度」について、問３の「１ 必要」

又は「２ どちらかと言えば必要」の回答者のうち約６割(58.1%)が、現在と

同じ程度の地理的識別性を求めている。一方、現状より細かい番号区画を求め

る回答(22.5%)と、現状より広い番号区画を求める回答(「現状よりは広く、都

道府県単位よりは細かい地域が識別できた方がよい」「都道府県が識別できた

方がよい」「都道府県までわからなくても地方(東北、関東、近畿等)が識別で

きれば十分」をあわせた回答 19.5%)は、同程度であった。 

問４　地域識別の範囲（単一回答／801人）

６ その他
0.0%

２ 現状程度の地
域の識別ができれ

ば十分
58.1%

１ 現状よりもよ
り細かく地域が識
別できた方がよい

22.5%

５ 都道府県まで
わからなくても地
方（東北、関東、
近畿等）が識別で
きれば十分
2.1%

４ 都道府県が識
別できた方がよい

12.4%

３ 現状よりは広
く、都道府県単位
より細かい識別が
できた方がよい

5.0%

 

 

問５ 固定電話番号からの通話料金識別の必要性 

「固定電話番号を利用する電話サービスについて、電話番号から通話料金の
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見当がつくことは必要である」ことに対して、「そう思う」、「どちらかと言え

ばそう思う」をあわせると、７割以上(77.0%)が必要性を感じている。一方、

料金の見当を付けることが「不要」、「どちらかといえば不要」としているのは

全体の１割強(11.2%)に過ぎず、多くの人が番号からの料金識別性の必要性を

感じていることがわかる。 

問５　通話料金識別の必要性（単一回答／897人）

２ どちらかと
言えば必要
42.3%

１ 必要
34.7%

５ 不要
5.2%

４ どちらかと
言えば不要
6.0%

３ どちらとも
言えない
11.8%

 

 

問６ 一定以上の通話品質保持の必要性 

「固定電話番号を利用する電話サービスについて、一定以上の通話品質を確

保することは必要である」ことに対して、「必要」が７割弱(67.8%)を占め、「ど

ちらかと言えば必要」をあわせると、９割以上(94.8%)にのぼる。一方、「不要」、

「どちらかといえば不要」は 1.9%に過ぎず、多くが通話品質保持の必要性を感

じていることがわかる。 

問６　一定以上の通話品質保持の必要性（単一回答／914人）

２ どちらかと
言えば必要
27.0%

１ 必要
67.8%

５ 不要
0.7%

４ どちらかと
言えば不要
1.2%３ どちらとも

言えない
3.3%
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問７ 緊急通報が利用できることの必要性 

「固定電話番号を利用する電話サービスについて、緊急通報(１１０、１１

８、１１９)が利用可能である」ことに対して、「必要」が９割強(93.7%)と大

部分を占め「どちらかと言えば必要」をあわせると、98.9%にのぼる。「不要」、

「どちらかと言えば不要」は合わせても 1%に満たず、大多数の人が緊急通報が

利用可能であることが必要と考えていることがわかる。 

問７　緊急通報が利用できることの必要性（単一回答／917人）

２ どちらかと
言えば必要
5.2%

１ 必要
93.7%

５ 不要
0.3%

４ どちらかと
言えば不要
0.2%

３ どちらとも
言えない
0.5%

 

 

問８ 現行の番号が不足した場合の１１桁への変更 

「今後、新規事業者の参入に伴い固定電話番号が不足した場合に、現行の１

０桁の番号の桁数を１桁増やして１１桁とする」ことに対して、「避けるべき」

は 15.8%、「どちらかと言えば避けるべき」をあわせると、約半数(47.6%)が、

変更は避けた方が良いと考えている。一方、「問題はない」「どちらかと言えば

問題はない」とする回答も４割弱(36.0%)あった。 

問８　現行の番号が不足した場合に10桁を11桁に増やすことについて
（単一回答／917人）

２ どちらかと言
えば避けるべき

31.8%

１ 避けるべき
15.8%

５ 問題はない
18.4%

４ どちらかと言
えば問題はない

17.6%

３ どちらとも言
えない
16.4%
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問９ 市内通話でも市外局番からダイヤルするようになった場合 

「固定電話番号で、市内通話でも市外局番からダイヤルしなければならなく

なる」ことに対して、「不便」が約半数(52.8%)であり、「どちらかと言えば不

便」とあわせると約８割(83.5%)が全桁ダイヤルを不便だと考えている。一方、

「どちらかと言えば不便とは思わない」、「不便とは思わない」は 1割強(12.3%)

であり、市内ダイヤル手順が廃止された場合、多くの人が不便であると考えて

いることがわかる。 

問９　市内通話でも市外局番からダイヤルすることについて
（単一回答／918人）

２ どちらかと
言えば不便
30.7%

１ 不便
52.8%

５ 不便とは思
わない
6.2%

４ どちらかと
言えば不便と
は思わない
6.1%

３ どちらとも
言えない
4.1%

 

 

２－３ その他電話番号一般について 

 

問 10 電話番号から固定電話や携帯電話等のサービスが識別できる必要性 

「電話番号からサービスの種類(固定電話や携帯電話等)が識別できること

は必要である」ことに対して、「必要」は６割(65.4%)を占め、「どちらかと言

えば必要」をあわせると、必要性を感じているのは約９割(91.5%)にのぼる。

一方、「不要」、「どちらかといえば不要」は、あわせても 4.1%であり、番号に

よるサービス識別のニーズが高いことがわかる。 
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問10　電話番号からサービスの種類が識別できることの必要性
（単一回答／916人）

３ どちらとも
言えない
4.5%

４ どちらかと
言えば不要
0.9%

５ 不要
3.2%

１ 必要
65.4%

２ どちらかと
言えば必要
26.1%

 

 

問 11 固定電話番号からの通話料金識別の必要性 

「電話番号から通話料金が識別できることは必要である」ことに対して、８

割弱(77.2%)が「そう思う」、「どちらかと言えばそう思う」としている。一方、

「不要」、「どちらかといえば不要」は全体の約１割(11.0%)に過ぎず、多くの

人が必要性を感じていることがわかる。 

問11　通話料金が識別できることの必要性（単一回答／919人）

２ どちらかと
言えば必要
40.3%

１ 必要
36.9%

５ 不要
5.5%

４ どちらかと
言えば不要
5.5%

３ どちらとも
言えない
11.8%
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第３章 ＩＰ時代における電気通信番号の在り方  
 

３－１ 電気通信番号の役割とＩＰ化の影響 

 

（１）電気通信番号の役割 

 

これまで電気通信番号では、以下の事項が確保されてきた。 

 

ア 着信先を識別できること 

番号は着信先を指定するために利用するものであり、着信先が一意に識別で

きる（同一の番号が２つ存在しない）ことが求められる。 

 

イ 国際標準との整合がとれていること 

電話が国境を越えてもつながるためには着信先を国際的に一意に識別でき

る必要があり、ＩＴＵ勧告に基づく番号体系であることが求められる。 

 

ウ 事業者間の公平性が確保されていること 

番号を事業者間で公平に利用できるよう、番号の利用条件等は事業者間で公

平であることが求められる。 

 

エ サービス提供に必要な番号が十分に確保できること 

番号は電気通信サービスの提供及び利用に不可欠のものであり、円滑なサー

ビス提供及び利用のためには需要に応じた番号容量の確保が求められる。 

 

オ 桁数ができるだけ少ないこと 

利用者利便の観点からは、できるだけ少ない桁数で利用できることが求めら

れる。 

 

カ サービスの種類が識別可能であること 

０３、０６等の市外局番で始まる番号は固定電話、０８０／０９０は携帯電

話、０７０はＰＨＳ等、番号によりサービス種別を特定できることが求められ

る。 

 

キ 地理の識別が可能であること（固定電話番号） 

固定電話では、番号によりおおよそどこへかけているのか、どこからかかっ

てきたのかを特定できることが求められる。 
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この結果、利用者から見た場合に、番号は、 

 

① サービスの識別 

② 地理的識別 

 

という役割を担っているほか、サービスの種別を特定できること、及び地域が特

定できることにより通話先までの距離がわかり、市外局番等から市内・市外通話

の別がわかることから、 

 

③ 料金の識別 

 

の役割も果たしている。またＩＰ電話等では番号の種類によりそれぞれ一定以上

の通話品質の確保が求められている等、サービス内容に応じて一定の通話品質が

確保されていることから、 

 

④ 通話品質の識別 

 

という役割も担っていると考えられる。 

 

また、固定電話番号については、番号と所在地（住所）が結びついており利用

者の所在地が特定されているという意味で一定の社会的信頼性が確保されてお

り、 

 

⑤ 社会的信頼性の識別 

 

の役割も担ってきている。この役割は発信番号表示の登場により一層大きくなっ

てきていると言える。 

 

（２）ＩＰ化の番号への影響 

 

現在、ネットワークのＩＰ化が進展しつつあるが、ＩＰネットワークの特徴と

して、従来の回線交換方式とは異なり番号をＩＰアドレスに変換してルーティン

グを行っていること、音声やデータ等の異なるサービスをＩＰパケットとして同

一形式で扱えること、ベストエフォートが原則であるため音声通話等のサービス

では帯域確保の仕組みが必要であること等が挙げられる。 
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今後、ＩＰ化の進展に伴い、通話料金のフラット化や低廉化、サービス内容や

品質の多様化等、様々な変化が生じる可能性があり、番号に求められる役割も変

化していく可能性がある。また、既存サービスで利用している番号の見直しのほ

か、今後、新しいサービスの登場も想定されることから、新しいサービスでどの

ような番号を利用すべきかといった課題も考えられる。 

ネットワークのＩＰ化により、これまで番号に求められていた役割はどのよう

にあるべきか、今後の番号の在り方についての基本的な考え方を、以下の６つの

点に着目して検討する。 

 

ア サービスの種類が識別可能であること 

従来、ネットワークとサービスは概念的には一対一で対応しており、我が国

では番号を見て明確にサービスを区別可能であったが、ＩＰネットワークでは

一つのネットワークで複数のサービスを提供する形態や、複数のサービスが融

合したサービスの登場なども考えられる。このため、番号によるサービスの識

別の役割について検討が必要である。 

 

イ 地理的識別が可能であること（固定電話番号） 

従来の固定電話ではネットワーク構成の関係上、地域の識別が可能となって

いたが、ＩＰネットワークではルーティングはＩＰアドレスにより行われるた

め、技術的な観点からは番号により地理的識別を確保する必然性はない。この

ため、地理的識別を確保する必要性について検討が必要である。 

 

ウ 料金の識別が可能であること 

ＩＰ化に伴い料金が距離に依存しなくなっていく場合には、市内・市外通話

の識別ニーズも低下していくと考えられる。また、サービス間の料金格差が縮

小していくことも考えられ、番号の担う料金識別の役割について検討が必要で

ある。 

 

エ 通話品質が識別可能であること 

ＩＰ化に伴い、より高品質なサービスの登場など通話品質の多様化が進むこ

とが考えられるため、通話品質の識別の役割について検討が必要である。 

 

オ 社会的信頼性の識別 

現在、固定電話では端末の設置場所が固定であるため、利用者の所在地が特

定されており、一定の社会的信頼性が確保されている。ＩＰネットワークにお

いては、技術的には場所を固定せずにサービスを展開することが可能であり、
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現在の社会的信頼性が維持されなくなる可能性も考えられる。このため、番号

の社会的信頼性を識別する役割について検討が必要である。 

 

カ 新しいサービスの番号 

今後、ＩＰ化の進展に伴い、複数の既存サービスの融合したサービスや、新

しいサービスの登場も考えられるため、これらの番号の在り方について検討が

必要である。 

 

次節では、これらの点について、個別に検討を行っていく。 

 

 

３－２ 電気通信番号の在り方 

 

（１）サービスの識別 

 

ア 論点 

我が国では、番号を見ることにより固定電話であるのか携帯電話であるのか

等のサービスの識別が可能な番号体系となっているが、ＩＰ化の進展により既

存サービスの融合や新サービスの登場など、サービスの多様化が進むことが考

えられる。このため、番号によるサービスの識別の役割がどのようにあるべき

か検討が必要である。 

 

イ 議論 

サービス識別一般について、今後は技術の進歩等により各種サービスの通話

品質が同等化あるいは多様化していく可能性があり、サービス識別の在り方に

ついても見直しが必要ではないか、サービス間の通話料金格差が一定の範囲内

となった場合には識別ニーズは少なくなるのではないかとの意見があった。 

また、サービス識別が求められる対象として、利用者から見て従来の電話と

同じような見かけを持ち、加入電話と相互接続を行っているサービスでは番号

によりサービスが識別できるようにすべきとの意見があった。 

固定電話と携帯電話とのサービス識別については、米国のように番号による

固定と携帯の識別を不要とする場合には番号とサービスを関連付ける必要は

なくなるのではないか、固定と携帯の識別ニーズは場所を意識して接続する番

号か相手個人を意識して接続する番号かの違いに起因するのではないか等の

意見があった。一方で、移動体は電波が届かない場合があるためＩＰ化しても

固定との識別ニーズはある、番号を見てサービスが特定できることにより電話
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をかける側で受け手のシチュエーションに配慮できる、固定電話については端

末の場所を特定できることが社会的信頼性の基礎となっておりＩＰ化にかか

わらず所在地が確認できる番号は必要である等の意見があった。 

 

新たなサービスのサービス識別については、ＩＰ化の進展により多様なサー

ビスの登場が見込まれる中、料金や品質が不定であるサービスも想定されるた

め、番号を見てそのようなサービスであることがわかるようにすべきとの意見

があった。一方、新しいサービスでは必ずしも新しい番号を利用すべきとは限

らない、既存の番号の利用も視野に入れて検討すべき、テレビ電話のように電

話を基本とする付加的なサービスでは既存電話の番号の利用が望ましい、との

意見もあった。 

 

また、ＩＰ電話におけるサービス識別について、固定電話番号には緊急通報

への接続や技術基準適合維持義務が課せられている等、高い信頼性の確保が求

められており、緊急時や災害時の連絡手段・ライフラインとしての役割を担っ

ている一方、今後は地理的識別のない０５０番号のニーズが高まることも考え

られ、番号の果たす役割は重要であるとの意見があった。 

 

ウ 電気通信モニター調査結果 

現在、番号から固定電話であるとわかるかどうかについて、９割弱が「わか

る」「どちらかと言えばわかる」としている。 

また、番号から固定電話や携帯電話等のサービスを識別できる必要性につい

ては、９割以上が「必要」「どちらかと言えば必要」としている。 

現在、固定電話では緊急通報を利用できると思うかについては、９割以上が

「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」としており、今後、固定電話番号

を利用するサービスで緊急通報を利用できる必要性についても、９割以上が

「必要」と回答している。 

 

エ まとめ 

我が国では従来から番号によりサービスを識別できるようになっており、電

気通信モニター調査の結果でもサービス識別のニーズは高い。 

今後、ＩＰ化が進むにつれて、サービス内容及び通話品質等の多様化や複数

のサービスの融合したサービス等の新しいサービスの登場も考えられるもの

の、社会的信頼性の維持や利用者利便の確保の観点からは、固定電話か携帯電

話か、緊急通報を利用できるか等の一定のサービス識別は依然として求められ

るものと考えられる。このため、利用者から見て利用方法や利用形態、また、
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品質などが従来のサービスとみかけ上同じで加入電話と相互接続を行ってい

るサービスでは、従来と同じ番号体系を用いるなど、今後も番号によるサービ

ス識別を確保していくことが適当である。 

なお、個々のサービスでどのような番号を利用するかは個別に判断していく

必要があるが、テレビ電話のような既存サービスの延長線上にあるサービスで

は既存の番号を利用することが適当と考えられる。 

 

（２）地理的識別・番号区画 

 

ア 論点 

固定電話番号は市外局番、市内局番、加入者番号で構成されており、地理的

識別を有する番号と位置付けられてきた。番号区画ごとに異なる市外局番を利

用するため、番号を見ることにより端末の設置されている地域が特定できるほ

か、発信番号表示の提供により、着信者側で発信者の番号を見ることにより発

信場所をある程度特定することも可能となっている。 

この地理的識別・番号区画は、もともとアナログ固定電話の技術的制約（ル

ーティングのため、番号が一桁ずつダイヤルされるごとにステップ・バイ・ス

テップ交換機が出回線を選択することが可能なよう、地域と番号を規則正しく

関連付けること）に基づくものであり、ＩＰ化されたネットワークでは番号を

ＩＰアドレスに変換し、それによりルーティングが行われるため、地域と番号

を規則正しく関連付けるという技術的制約はルーティングの観点からは存在

しない。また、現在、全国各地で市町村合併が進められており、生活圏と番号

区画が一致しない地域が増えてきていること、ＩＰ化に伴い料金体系も変化し

つつあり、今後市内・市外通話の識別が求められなくなる可能性もあることか

ら、今後、固定電話番号の地理的識別性がどのようにあるべきか検討が必要で

ある。 

 

イ 議論 

 

① 地理的識別 

固定電話番号の地理的識別について、ネットワークがすべてＩＰ化した際

には地理的識別のない番号体系へ移行することが適当であるが、新たな番号

体系への移行方法については利用者への影響に配慮し十分な検討が必要と

考えられる、地理的識別のある番号体系では引っ越し後も同じ番号を利用し

たいニーズには対応できない、地理的識別の撤廃により番号の分割損がなく

なり番号空間の効率的な利用が期待できるとの意見があった。このほか、従
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来から転送電話や支店代行電話等の一部のサービスでは地理的識別が確保

されていないが、今後ＩＰ化によりこれらの利用が拡大し地理的識別が崩れ

ていく可能性があるとの指摘もあった。 

一方で、固定電話番号の地理的識別は一部で崩れつつあるとの意見もある

ものの、利用者に定着しておりニーズも高いため維持すべきではないか、電

話をどこにかけようとしているかあるいはどこからかかってきているかを

把握したいニーズはあるのではないか、また、例えば、営業窓口の番号等、

地理的な親近感やテレマーケティングの観点からもある程度の地域性は必

要ではないかとの意見もあった。 

 

② 番号区画 

固定電話の番号区画について、距離に依存しない料金体系となった場合に

は料金識別ニーズも低下するため番号区画と単位料金区域を切り離して考

えてもよいのではないか、現在の番号区画数（約６００）では番号の分割損

が大きく番号の効率的な利用の点で問題があるのではないか、単位料金区域

が異なる場合でも同一市外局番であれば番号区画を統合してもよいのでは

ないかとの意見があった。また、どの程度の広さで地域を識別可能とすべき

かについて、「平成１１年度 電気通信番号に関する研究会 報告書」では

都道府県を識別可能とすべきとされているが、一方でローカル性（地元のア

イデンティティ）も求められているため、都道府県と現行の番号区画の中間

程度の広さに見直すことが適当ではないか、例えば山・海等の地理的条件に

より定められている気象予報の一次細分区域１４２、二次細分区域３６３程

度とすることが利用者には利便性が高いのではないかとの意見があった。 

 

③ その他 

固定電話の番号体系の変更について、現在の固定電話に番号体系の大幅な

変更を導入することはコスト的に困難である、固定電話番号は長年にわたり

国民に親しまれており急激な番号体系の変更は国民生活に混乱を招く恐れ

がある、変化に対応する一方で高齢者等への配慮も必要であり、高齢者を含

む一般の利用者が生活習慣として活用している番号を事業者の論理で変更

することは慎むべきであるとの意見があった。 

このほか、固定電話の端末が高度化して携帯電話のようにメモリダイヤル

の利用が一般的となる場合には、桁数の制限や市内通話で市外局番のダイヤ

ルを省略可能とする閉番号化を考慮する必要はなくなるのではないかとの

意見もあった。 
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ウ 電気通信モニター調査結果 

固定電話番号から地域の見当がつくと思うかについて、半数近くが「そう思

う」としており、「どちらかと言えばそう思う」をあわせると９割弱となって

いる。 

また、固定電話番号から地域を識別できる必要性については、６割弱が「必

要」としており、「どちらかと言えば必要」をあわせると９割弱となっている。 

固定電話番号からどの程度の広さで地域を識別可能とすべきかについては、

「現状程度の地域の識別ができれば十分」が６割弱となっており、「現状より

もより細かく地域が識別できた方がよい」は２割強、「都道府県が識別できた

方がよい」など現状より広い地域の識別を求める人が２割弱と、現状維持を求

める人が多い。 

市内通話の際に市外局番を省略しているかどうかについては、９割以上が

「省略している」「どちらかと言えば省略している」としており、市内通話で

も市外局番からダイヤルしなければならない場合、８割強が「不便」「どちら

かというと不便」としている。 

 

エ まとめ 

ＩＰネットワークではルーティングはＩＰアドレスにより行われるため、技

術的には番号により地理的識別を確保する必然性はない。また、通話料金は、

各事業者が市場の競争を踏まえて個別に決定するものであり、全体的には距離

による料金差が縮小していく傾向にあることから、料金識別のための地理的識

別へのニーズは今後次第に薄れていくものと考えられる。 

しかしながら、固定電話番号は長年にわたり国民生活で利用されているもの

であり、番号により端末が設置されている地域を特定したいとのニーズは依然

として高い。このため、ＩＰ化が進展し料金識別へのニーズが低下したとして

も、地理的識別は維持していく必要があると考えられる。ただし、番号区画に

ついては、現在約６００の区画に細分化されている状況であり、区画の統合に

より分割損が減少し番号資源の有効利用が図られる側面もあることから、どの

程度の広さで地理的識別を確保することが適当か、利用者への影響を考慮しつ

つ、必要に応じ検討していくことが求められる。例えば、都道府県が識別でき

る程度では広すぎると考えられ、現状の半分程度、天気予報区程度の広さとす

ることも考えられる。 

また、現在、市町村合併に伴い、行政区域と単位料金区域、番号区画が一致

しない区域も出てきているため、自治体から全利用者の総意としての要望があ

る場合には、既存ネットワークへの影響も考慮しつつ、行政区域と単位料金区

域を一致させていくことも行われており、この見直しにあわせた番号区画の変
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更や統合を引き続き進めていくことが適当と考えられる。 

 

なお、市内通話でも市外局番からダイヤルすることとする全桁ダイヤルにつ

いては、将来、メモリダイヤル利用が普及した場合には桁数が多くてもかまわ

ないとの意見もあるものの、現状では閉番号ダイヤルのニーズは依然として高

いため、今後、利用者利便を阻害しないよう十分配慮しつつ慎重に対応してい

く必要がある。 

 

（３）料金の識別 

 

ア 論点 

従来、番号を見ることにより、固定電話、携帯電話等のサービスの種類がわ

かり、また固定電話では、市外・市内通話の種別や、ダイヤル先までのおおよ

その距離がわかることから、発信時に通話料金の見当がつくようになっている

が、ＩＰ化に伴いサービスや距離による料金差が縮小していく場合には、番号

の持つ料金識別の役割の必要性が薄れていく。 

このため、番号による通話料金識別の在り方について、検討が必要である。 

 

イ 議論 

通話料金の識別について、現状ではサービス間で通話料金の格差があるため

その点を識別したいニーズがあるが、今後通話料金が低下しサービス間の通話

料金格差が一定の範囲内となる場合にはニーズも少なくなるのではないかと

の意見があった。 

 

固定電話番号による料金識別については、既にサービスによっては距離区分

のない通話料金体系となっている状況であり、将来は市内・市外通話（単位料

金区域）の識別が不要となる等、番号による通話料金の識別ニーズはなくなる

のではないかとの意見が出された。 

また、地域住民は料金を把握しており料金識別ニーズは高くはないのではな

いか、現在は市外局番を省略可能かどうかにより市外・市内通話の別を特定可

能であるがこれは必ずしも必要ではないのではないか、番号空間の効率的な利

用の観点からは番号区画と通話料金を切り離し、単位料金区域を越えた閉番号

化（ダイヤルの際に市外局番を省略可能とすること）も検討すべきではないか、

通話料金の距離への依存度が薄れつつある現状も踏まえ、今後は「閉番号区域

は同一料金（市内通話料金）」という利用者の認識を変えていく必要があるの

ではないかとの意見があった。一方、現在既に閉番号区域は同一料金（市内通
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話料金）との利用者のコンセンサスが形成されている状況であり、単位料金区

域を越えて閉番号化を行う場合、利用者に影響が生じる恐れがあることを考慮

すべきとの意見もあった。 

 

さらに、ＩＰ電話については、通話相手先により通話料金が無料の場合と有

料の場合がある等、料金体系が様々であり、番号を見ても通話料金の見当がつ

かないとの指摘もあった。 

 

ウ 電気通信モニター調査結果 

現在、固定電話番号から通話料金の見当がつくと思うかについては、半数弱

が「そう思う」「どちらかというとそう思う」としている一方、「そうは思わな

い」「どちらかというとそうは思わない」も３割弱あった。 

今後、固定電話番号により通話料金の見当がつく必要性、また一般に番号に

より通話料金の見当がつく必要性については、８割弱が「必要」「どちらかと

言えば必要」と考えており、「不要」「どちらかと言えば不要」は１割程度であ

った。 

 

エ まとめ 

電気通信モニター調査の結果によると、通話料金の識別ニーズは依然として

高い。しかし、ＩＰ化の進展に伴い通話料金はどちらかというと低廉化してい

く傾向にあり、また料金体系も単純化の方向にあることから、今後は、番号に

よる通話料金識別ニーズは次第に薄れていくものと考えられる。 

固定電話番号については、将来、通話料金が距離に依存せず全国均一となる

場合には番号による市外・市内や距離による通話料金の識別は不要と考えられ

る一方、アナログ電話とＩＰ電話が併存する過渡期においては、従来と同様の

識別が求められると考えられ、今後のＩＰ化の進展の状況を考慮しつつ対応し

ていく必要がある。 

一方で、一般に利用者、特に通話料金を負担する発信者は、サービスの種類

により通話料金の見当がつくことを求めている状況であり、特に、固定と携帯

等、サービス間で料金格差がある場合には、ある程度の通話料金の識別ができ

ることが求められる。 

固定電話番号の閉番号化については、従来、固定電話では、各事業者ともＮ

ＴＴ地域会社の単位料金区域を基本として単位料金区域を設定しており、同一

市外局番の地域で市外局番を省略し市内局番からダイヤル（閉番号ダイヤル）

できる場合には市内通話料金であるとの認識が一般的である。「平成１１年度

電気通信番号に関する研究会 報告書」においても、当面は、現状通り、閉番
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号ダイヤルは同一市外局番地域かつ第一種指定電気通信設備を有するＮＴＴ

地域会社の同一単位料金区域に限り可能とすることが適当と考えられる、とし

ている。これについては、これまで閉番号ダイヤルが可能であることがすなわ

ち市内通話とのコンセンサスが形成されており、利用者への影響が考えられる

との意見がある一方、現行においても固定電話番号による市内・市外通話識別

ニーズはそれほど高くないため単位料金区域を越えた閉番号化も可能との意

見もある。このため、番号区画を越えた閉番号化の実施が適当かどうか、今後、

通話料金の動向や利用者の意向等を考慮しつつ検討していくことが必要であ

る。 

また、０５０番号については、現在通話相手先により料金が無料の場合と有

料の場合がある等、料金がわかりにくい状況となっているが、今後、端末表示

や呼び出し音等、番号以外の手段により解決できないか検討していくことも考

えられる。 

 

（４）通話品質の識別 

 

ア 論点 

現在、通話品質については番号により異なる要件が設けられており、番号に

よりある程度通話品質を識別できるようになっている。 

ＩＰ化が進展しＩＰ電話が普及していくにつれて通話品質も多様化してい

く可能性があることから、番号による通話品質の識別の必要性について検討が

必要である。 

 

イ 議論 

通話品質の識別について、技術の進歩により各種サービスの通話品質が一様

となる場合には番号と通話品質を関連付けなくてもよいのではないか、仮に今

後米国のように固定と携帯で同じ番号体系を利用する等の場合は、それほど高

い通話品質は求められなくなるのではないかとの意見があった。一方、携帯で

は電波が届かない場合があるため固定とは通話品質が大きく異なるとの意見

があった。また、今後、複数のサービスが融合したサービスが登場した際には

番号を見て通話品質が不定のサービスであることがわかるようにすべきでは

ないか、ＩＰでは高品質のサービスを容易に実現可能であるが、番号により通

話品質の高いサービスであることがわかるようにする方法もあるとの意見も

あった。 

 

また、０５０番号の通話品質について、要件の更なる明確化や、ＦＡＸが利
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用可能であるか否かの判定条件等を検討すべきではとの意見もあった。 

 

ウ 電気通信モニター調査結果 

固定電話は携帯電話等に比べて一般に通話品質が良いと思うかについては、

８割弱が「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答している。 

固定電話番号を利用する電話サービスで一定以上の通話品質を確保する必

要性については、９割以上が「どちらかといえば必要」「必要」としている。 

 

エ まとめ 

今後、技術の進歩に伴い、すべてのサービスの品質が一様となった場合には、

番号による通話品質の識別は不要となると考えられるものの、複数のサービス

が融合したサービス等の品質が不定であるサービスや、従来よりも品質の高い

サービスの実現も見込まれるなど、通話品質の多様化が進んでいく可能性があ

り、一定の通話品質の識別は引き続き必要である。 

電気通信モニター調査の結果でも、固定電話は携帯電話等よりも品質が良い

と考えている人が多く、また一定以上の通話品質の確保へのニーズも高い状況

である。このため、固定電話番号を利用するサービスでは固定電話と同等の品

質、０５０番号を利用するサービスでは電話サービスとして最低限必要な品質

等、番号によりサービス内容に応じた通話品質が確保されていることがわかる

ことは必要である。 

また、０５０番号等、既存の番号の通話品質については、要件を更に明確化

していくことも考えられるが、明確化に際しては新しい技術やサービスの普

及・発展の妨げとならないよう配慮が必要である。 

 

（５）社会的信頼性の識別 

 

ア 論点 

固定電話番号は、端末の設置場所を固定して提供されるサービスで利用され

ており、利用者の所在地が特定されているため、通話の相手先を知らない場合

でも、携帯電話等の０Ａ０番号と比較して相対的に一定の社会的信頼性が確保

されているという特徴がある。 

また、発信番号表示サービスの提供により、着信者側で発信者の番号を確認

することが可能となり、社会的信頼性の確保に発信番号表示が一定の役割を担

うようになっている。 

番号が持つ社会的信頼性を今後どのように考えていくべきか、検討が必要で

ある。 
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イ 議論 

固定電話番号が持つ社会的信頼性について、人（知人等の既知の相手）では

なく場所（企業や公共機関等の未知の相手）に電話をかける場合、固定電話番

号では場所が特定できるため一定の社会的信頼性があり安心感がある、ＩＰ化

しても場所が固定であることによる社会的信頼性は維持すべきとの意見があ

った。このほか、サービス内容に応じて場所を固定して利用する固定電話番号

と任意の場所で利用可能な０Ａ０番号を使い分けていくべき、今後固定と携帯

の融合サービスが実現した時点においても、すべての番号について端末の場所

を不定とするのではなく、どこかに場所が固定されている番号が存在すること

は重要であるとの意見もあった。 

 

発信番号表示については、ＩＰ電話の場合、端末側で発信番号を送出し発側

網にそれをチェックする仕組みがない場合は、着信側でなりすまされた発信番

号が表示される偽装表示や誤課金が生じたりする恐れがあるため、発信番号の

なりすましを防止するための対策が必要であるとの意見があった。 

 

このほか、番号の役割について、ネットワーク上で着信先を特定するための

番号と表示する番号あるいはこれから電話をかけようとする番号は区別して

検討すべきではないか、番号の観点では一意性が確保されていればルーティン

グ上は問題がないものであり、社会的信頼性の確保については、位置や名前を

別信号で送る等、番号とは別に技術的な方策を検討する方法もあるとの意見も

あった。 

 

ウ 電気通信モニター調査結果 

固定電話番号について、通話相手先の所在地が特定可能であり信頼できると

思うか（社会的信用度が高いか）について、７割弱が「そう思う」「どちらか

といえばそう思う」としている。 

 

エ まとめ 

電気通信モニター調査の結果でも、固定電話番号は社会的信頼性があるとの

見方が一般的であり、今後も社会的信頼性を維持していくことが適当である。

固定電話番号の社会的信頼性を維持していくためには、今後も引き続き端末の

設置場所が固定である点を確保していく必要がある。 

発信番号の偽装表示については、番号の持つ社会的信頼性を維持するため対

策を講じていくことが必要と考えられる。また、番号とは別の社会的信頼性確
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保の方策について今後検討することも考えられる。 

 

（６）新しいサービスの番号 

 

ア 論点 

ＩＰネットワークでは、音声以外にも様々なサービスを容易に取り扱うこと

が可能であり、端末の高機能化等もあいまって、従来のサービスに比べて多種

多様なサービスの実現が可能である。 

ＩＰ化の進展に伴い、音声電話のみならず、テレビ電話、オンデマンド映像

サービス、各種インターネットサービス等、既存の電話サービスにとらわれな

い多種多様な新たなサービスの実現が見込まれており、このような新たなサー

ビスの番号について検討が必要である。 

 

イ 議論 

新しいサービスについては、サービスの特徴に応じて既存の番号あるいは新

たな番号を利用すべきであるとの意見がある一方、テレビ電話等の既存サービ

スの発展型のサービスでは既存番号を利用することが望ましいとの意見もあ

った。 

また、企業内ネットワークで個人番号的な利用が増えつつある等、今後、ユ

ビキタス化の進展に伴い、一利用者が一つの番号を様々なアクセス環境や端末

で利用する個人番号的なニーズが高まる可能性がある、０５０番号の活用によ

り個人用生涯番号の実現も可能ではないか、固定電話番号は地域イメージが浸

透している一方、携帯番号は個人番号的に利用されており地域識別と個人識別

の両方のニーズに対応していく必要がある等の意見があった。 

 

今後実現が見込まれる、固定通信と携帯電話や無線ＬＡＮを利用するＩＰ電

話等の移動通信の融合したＦＭＣ（Fixed and Mobile Convergence）について、

このようなサービスで利用する番号について検討が必要であるとの意見があ

った。具体的な番号としては、携帯電話や固定電話等の既存の番号をＦＭＣで

も利用することが適当ではないか、地理的識別のないサービスであるため固定

電話番号よりも地理的識別のない０５０番号を利用することが適当ではない

か、ＵＰＴ的なサービスでありＵＰＴ（０６０）番号の利用も考えられるとの

意見があった。 

また、携帯電話の番号は家族や友人等限られた人にのみ知らせたい番号であ

り、一方、固定電話番号は一家庭一番号であるため、いずれも個人を追跡した

いＦＭＣには適さないのではないか、ＦＭＣの番号としては、料金や品質が不
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定である、一端末で複数の番号を利用する、状況に対応した着信拒否オプショ

ンがある等の属性が求められるのではないかとの意見があった。このほか、現

在利用している番号以外に新たに０６０等の番号を指定することは複数番号

の使い分けや利用番号の周知等の利用者負担が生じ利用者の混乱を招く恐れ

がある、利用者利便の観点からは現在利用している番号の中から利用者が自由

に選択できるように今後検討を進めるべきではないかとの意見もあった。 

さらに、ＦＭＣが実現した時の課題として、現在ＩＴＵで検討中の国外での

番号の利用や、携帯電話の国際ローミングで利用する番号等について整理が必

要ではないかとの意見もあった。 

 

ウ まとめ 

今後、ネットワークのＩＰ化の進展に伴い、音声電話のみならず、テレビ電

話、オンデマンド映像サービス、各種インターネットサービス等、多種多様な

新たなサービスの実現が見込まれる。これらのサービスで利用する番号につい

ては、従来と同様、システムの具体的なイメージが明確となった時点で、利用

者の視点から見たサービスの特徴を考慮し、既存の番号をそのまま利用するか、

既存の番号の要件を見直した上で利用するか、あるいは新しい番号を利用する

か、個別に検討を行っていく必要がある。なお、テレビ電話のような既存サー

ビスの延長線上にあるサービスでは、引き続き既存の番号を利用することが適

当と考えられる。 

一方、番号の個人番号的な利用ニーズが高まる可能性があるため、このよう

なニーズに対応するための番号体系についても、必要に応じて検討していくこ

とが求められる。個人番号的に利用される番号については、事業者を変更して

も引き続き同じ番号を利用できる番号ポータビリティが利用可能であること

が望ましいが、番号ポータビリティの導入には多大なコストが必要と考えられ

るため、対象となる番号を利用するサービスの競争状況等を十分に勘案した上

で、導入の是非を検討していく必要がある。 

また、今後、固定通信と無線ＬＡＮや携帯電話等の移動通信の融合したＦＭ

Ｃの実現が見込まれているが、ＦＭＣで利用する番号としては、現行の携帯電

話や固定電話番号、ＩＰ電話（０５０）番号、ＵＰＴ（０６０）番号等、様々

な番号が考えられる。ＦＭＣは、地理的識別がなく、かつ、通話品質も一定で

ないサービスであり、地理的識別がない点からは０５０、０６０、０８０／０

９０等のいわゆる０Ａ０番号を利用していくことが適当と考えられるが、利用

者利便の観点からは既存番号を利用可能とすべきとの考え方もある。ＦＭＣで

利用する番号については、具体的なシステムやサービスイメージを踏まえて検

討する必要があると考えられるが、現時点においては、まだ、関係事業者等に
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おいても具体的なシステムやサービスイメージが固まっておらず、具体的な番

号の議論を行うまでには至らなかったが、今後早期に研究会等を開催し、具体

的なシステムイメージを明確にするとともに、利用する番号について検討する

ことが適当である。 

 

（７）その他 

 

ア 個人情報保護、セキュリティ 

個人番号的な番号利用が進む場合、番号が個人情報の一部となり個人情報保

護の強化が必要となる、番号と関連付けられた様々な個人情報の不正入手等も

考えられるためアクセス認証などの各種セキュリティ対策が必要であり、企業

等においては傍受を防ぐための暗号化等が必要であるとの意見があった。 

 

イ 番号ポータビリティ 

固定電話の番号ポータビリティの実現方式について、ネットワークのＩＰ化

に伴い、ＮＴＴ固定電話網に依存している現行の実現方式を、固定電話網を経

由しない方式とする等の実現方式の見直しが必要ではないか、また番号ポータ

ビリティを実施すべき範囲については、同一番号体系（同一サービス）内にと

どめることが適当であり、異なる番号体系間での番号ポータビリティは望まし

くないとの意見があった。 

 

ウ 固定電話番号の指定対象 

アクセスラインの光化に伴い、一本の回線に音声信号を多重化することが可

能となるため、番号を物理回線に指定するのか、論理回線に指定するのか、あ

るいはサービスに指定するのか等、番号指定対象を明確化する必要があるので

はないかとの指摘があった。 

 

エ 番号のひっ迫 

今後は一人の利用者が複数の番号を使い分ける等、番号需要全体が増大する

可能性があるため、０Ａ０番号のひっ迫に備えて０Ａ１番号をリザーブしてお

く必要があるのではないかとの意見があった。 

 

オ 番号における文字列の利用 

番号の役割は、既存網ではルーティング先を示すアドレスの位置付けであっ

たが、ＩＰ網ではアドレスを変換するためのネームの位置付けとなるため、数

字以外の文字列等の利用について整理が必要であるとの意見があった。 
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３－３ まとめ 

 

（１）電気通信番号の役割 

 

ネットワークのＩＰ化が進展していく中、電気通信番号の担う役割について検

討を行った。検討の結果、ＩＰ化が進展しても、現在番号の担っている役割につ

いては、基本的に今後も引き続き維持していく必要があることが改めて確認され

た。今後、番号についての検討を行う際には、今回整理した考え方を基本とする

ことが適当である。 

 

現在番号が担う役割のうち、サービス識別、通話品質の識別については、その

役割を今後も引き続き維持していくことが必要である。また、番号の持つ社会的

信頼性の識別についても、今後も引き続き維持していく必要があり、このため偽

装表示等に対し、対策を講じていくことが必要である。 

 

一方、固定電話番号の地理的識別・番号区画については、今後、料金識別ニー

ズが低下した場合でも地域を識別したいニーズはあると考えられ、一定程度の地

理的識別は維持すべきであるが、番号区画についてどの程度の広さ・数が適当で

あるか、利用者への影響を考慮しつつ、必要に応じ検討が必要である。また、市

町村合併に伴う行政区域と単位料金区域を一致させる見直しにあわせて番号区

画の変更や統合が行われることが適当である。 

また、通話料金の識別については、識別のニーズは低下しつつあるが、アナロ

グ電話とＩＰ電話が併存する過渡期においては従来と同様の識別が求められる

ほか、サービス間の料金格差がある場合には識別できることが求められる。固定

電話番号については、市外局番が同一の場合、番号区画を越えて市内局番からの

ダイヤルを可能とする閉番号化を実施すべきかどうか、今後、通話料金の動向や

利用者の意向等を考慮しつつ検討が必要である。また、番号とは別に料金を識別

する方法についても検討していくことが考えられる。 

 

電気通信番号は国民生活において日常的に利用されるものであり、番号の検討

に当たっては、サービス提供事業者等の視点のみでなく、利用者への影響につい

て十分検討することが求められる。この場合、着信側の利用者の視点のみならず、

発信側の利用者の視点からの検討が必要である。 

特に固定電話番号は、長年にわたり国民に親しまれてきた番号であり、急激な

番号体系の変更は国民生活に混乱を招く可能性があることから、国民生活の混乱

を招かないよう配慮する必要がある。 
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（２）新しいサービスの番号 

 

新しいサービスの番号については、具体的なシステムイメージが明確となった

時点で、サービスの特徴を考慮し、既存の番号を利用することが適当か、既存の

番号の要件を見直した上で利用することが適当か、あるいは新しい番号を利用す

ることが適当か、検討が必要である。また、個人番号的な利用についても、今後

必要に応じて検討していくことが求められる。個人番号的に利用される番号につ

いては対象となる番号を利用するサービスの競争状況等を十分に勘案した上で、

番号ポータビリティの導入の是非を検討していく必要がある。 

今後実現が見込まれる固定通信と移動通信が融合したＦＭＣについては、地理

的識別がない観点からは０Ａ０番号を利用していくことが適当と考えられるが、

利用者利便の観点からは既存番号を利用可能とすべきとの考え方もあり、研究会

等を開催し、具体的なシステムイメージを明確にするとともに、利用する番号に

ついて検討することが適当である。 
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第４章 固定電話番号のひっ迫対策  

 

４－１ ひっ迫対策検討の目的 

 

固定電話番号（０ＡＢ～Ｊ番号）については、「平成１４年度電気通信番号に関

する研究会」において、２０年後までの需要予測を行っており、２０年後までの間

にひっ迫する地域については、短期的対策によりひっ迫回避が可能との結果が得ら

れている。 

しかしながら、当時は０ＡＢ～Ｊ番号を用いたＩＰ電話についての具体的な需要

把握が困難であり、また、その後、ドライカッパを用いる電話サービスが登場する

などの環境の変化が生じてきている。このため、番号に対する需要動向も変化して

きており、あらためて０ＡＢ～Ｊ番号に対する今後の需要予測を行い、将来の番号

需要に対して０ＡＢ～Ｊ番号を如何に確保していくかについての検討が必要とな

っている。 

 

４－２ アンケート調査方法と番号需要予測結果 

 

将来の番号需要を予測する方法として「平成１４年度電気通信番号に関する研究

会」では、過去の番号消費動向から線形予測により将来ひっ迫が予想される番号区

画を抽出し、その抽出された番号区画に対してのみ、さらに精度を上げるために事

業者へ番号需要をアンケート調査するという方法を行った。 

しかし、０ＡＢ～ＪのＩＰ電話など新たな番号需要であり、過去の番号消費動向

から将来の番号需要は予測できないと考えられることから、本研究会では、すべて

の番号区画に対して番号需要のアンケート調査を行い今後の番号需要予測を行う

こととした。 

また、アンケート調査を行うに当たっては、番号ポータビリティによる二重番号

の使用が需要増加の大きな要因となると考えられることから、二重番号を使用する

場合と使用しない場合に分けて調査を行うこととした。 

 

（１）アンケート調査方法 

 

全５９１番号区画（平成１８年度時点の番号区画数）を対象に、０ＡＢ～Ｊ番

号の指定を既に受けている事業者及び今後新たに０ＡＢ～Ｊ番号の指定を受け

てサービスを提供する計画のある事業者など、計７４５社に対して、平成１７年

１月末から２月中旬にかけて番号需要のアンケート調査を行った。 

その結果、１３６社から回答があったが、番号需要のない事業者からの回答を
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集計外とし、８０社を有効回答とした。 

なお、アンケート調査の対象事業者数に比べて有効回答の事業者数が少ないが、

０ＡＢ～Ｊ番号の指定を受けている事業者４８社のうち、４７社から回答を得ら

れたことから、本アンケート調査結果より、今後の番号需要動向の把握が可能と

考えられる。 

調査対象事業者数及び回答状況を図表４－１に示す。 

調査対象事業者数 回答事業者数 
有効回答 

事業者数 

７４５社＊ １３６社 ８０社 

（内訳）電気通信事業者協会会員     ９９社

（内訳）ﾃﾚｺﾑｻｰﾋﾞｽ協会会員       ３２２社 

（内訳）日本ｹー ﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ連盟会員     ３６９社 

 

（内訳）その他０ＡＢ～Ｊ番号指定事業者  ３社

 （既に０ＡＢ～Ｊ

番号の指定を受け

ている事業者４７

社を含む） 

＊合計は、内訳の合計から重複分４８社を除いたもの 

図表４－１ 調査対象事業者数と回答状況 

 

（２）番号需要予測結果 

 

ア 全体の番号需要予測結果 

全５９１番号区画に対するアンケート調査結果を合算したものを全体の番

号需要予測として図表４－２に示す。 

２０年後の新規番号需要は、番号ポータビリティの二重番号を使用しない場

合には新規需要に約４，７００万番号必要であり、二重番号を使用する場合に

は新規需要は合計で約１億４，４００万番号必要である。 

この需要予測より、番号ポータビリティの二重番号の需要が、新規番号需要

の７０％弱を占めており、番号需要動向に大きな影響を与えることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表４－２ 全体の番号需要予測(注２) 
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（注１）番号需要予測に当たっては、利用者が PSTN 等から IP 電話網等へ移行した場合

においても、当面は指定された番号が完全に「空き状態」とはならない為、指定

済み番号の返却が行われない事を前提とし、指定されている番号は 2025 年まで横

置としている。 

（注２）無線呼出しのサービス終了に伴う番号の返却について踏まえた需要予測。 

 

イ 番号区画ごとの需要予測結果 

次に、アンケート調査結果から番号区画ごとの需要予測を行い、今後２０年

以内にひっ迫が予想される番号区画を抽出した。 

その結果、図表４－３に示すとおり、二重番号を使用しない場合は全番号区

画（５９１区画）の約１割に当たる５４区画が、二重番号を使用する場合は全

番号区画の約３割に当たる２０２区画のひっ迫が予想される結果となった。 

また、図表４－４ひっ迫区画数の年度別推移に示すとおり、二重番号を使用

しない場合のひっ迫区画の増加は緩やかであるのに対し、二重番号を使用する

場合は急増している。 

 

逼迫区画数地域逼迫区画数地域逼迫区画数地域

２７（６）０９地域なし０６地域なし０３地域

２１（７）０８地域１２（４）０５地域２８（５）０２地域

３２（３）０７地域２６（６）０４地域５６（２３）０１地域

逼迫区画数地域逼迫区画数地域逼迫区画数地域

２７（６）０９地域なし０６地域なし０３地域

２１（７）０８地域１２（４）０５地域２８（５）０２地域

３２（３）０７地域２６（６）０４地域５６（２３）０１地域 合計：

２０２区画
（５４区画）

（全番号区画は５９１区画）

（ ）は二重番号を使用しない場合

 

図表４－３ ひっ迫区画数（20 年後） 
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図表４－４ ひっ迫区画数の年度別推移 
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４－３ ひっ迫対策の検討 

 

（１） 検討の進め方 

 

ア 検討の範囲 

番号需要予測結果より、新規番号需要の７０％弱を番号ポータビリティの二

重番号の使用による需要が占めている状況であることから、二重番号の使用が

解消されれば、番号ひっ迫は緩和される。 

そこで、「二重番号を使用しない場合」及び「二重番号を使用する場合」に

ついて、２つの場合分けを行ってひっ迫対策を検討することとした。 

 

イ 検討の手順 

検討の手順としては、上記の２つの場合について、ステップ１として、既存

のひっ迫対策により２０年後までひっ迫が回避可能であるか分析を行う。 

その結果、既存のひっ迫対策では回避できない番号区画が存在する場合は、

ステップ２として、新たなひっ迫対策について、利用者や事業者への影響等を

総合的に勘案し検討する。 

 

ウ 既存のひっ迫対策（ステップ１） 

これまで、番号需要の増加に伴って市内局番がひっ迫した場合には、市内局

番の桁数を増加させる番号変更によって、電気通信事業者に指定可能な市内局

番を増やすことを行っている。具体的な方法は「平成１１年度電気通信番号に

関する研究会」で提言されおり「①桁ずらし」「②未利用番号領域の割当」が

ある。 

 

① 桁ずらし（０ＡＢまで※） 

市外局番の末尾の数字を市内局番の先頭の桁ずれを行う方法で、これによ

り現在使用できない市内局番の先頭の０，１が新たに市内局番として使用可

能とする方法。 

 

変更例：０４２Ｃ－ＤＥ－ＦＧＨＪ → ０４２－ＣＤＥ－ＦＧＨＪ 

※現在、０４地域においては「０Ａまで」 の桁ずらしを実施しているが、地理

的に離れた番号区画に同一「０Ａ」市外局番を付与することについては影響が

大きいことから、本検討では、ステップ１でなく、ステップ２（新たなひっ迫

対策による分析）に含めることとした。 

 



５７ 

② 未利用番号領域の割当 

市内局番の番号領域に未利用領域がある場合に、未利用領域の番号を新規

に利用可能とする方法。 

 

変更例：０４２－４ＤＥ－ＦＧＨＪ（１００局番） 

→０４２－４ＤＥ－ＦＧＨＪ（既存領域１００局番） 

０４２－２ＤＥ－ＦＧＨＪ（新規領域１００局番） 
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（２） 既存のひっ迫対策による分析結果 

 

ア 二重番号を使用しない場合 

番号ポータビリティの二重番号を使用しない場合は、既存のひっ迫対策であ

る、｢①桁ずらし｣又は｢②未利用番号計画領域の割当｣により、すべての番号区

画において２０年後までひっ迫を回避することが可能との結果が得られた。 

 

イ 二重番号を使用する場合 

二重番号の使用を継続する場合は、既存のひっ迫対策では図表４－５のとお

り、３年後には市外局番の先頭が「０４２」の地域で２区画、５年後にはさら

に１区画増え、また「０２４１」の地域で１区画がひっ迫を回避できない。調

査期間の最終年である２０年後には「０２４１」の地域で計３区画が、「０４

２」の地域で計５区画が、「０７２」の地域で計６区画がひっ迫を回避できな

いという結果が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表４－５ 二重番号を使用する場合に既存のひっ迫対策でひっ迫回避不可となる

番号区画 

 

 

7１０年後０７２八尾３７２

16１０年後０７２池田３７１

３１０年後０２４１柳津１４２

４２０年後０２４１田島１４０

11３年後０４２国分寺２２１

６１０年後０４２２武蔵野三鷹２２０

7１０年後０４２４武蔵野三鷹２２２

３１０年後０７２岸和田貝塚３６８

9１０年後０７２茨木３７０

５５年後０４２相模原２２５

１３２０年後０７２堺３６６－２

8

１１

４

不足局番数

１０年後

３年後

５年後

逼迫時期

０７２

０４２

０２４１

市外局番

寝屋川
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喜多方

地域

３６４

２２３

１３９

番号区画ｺｰﾄﾞ

7１０年後０７２八尾３７２

16１０年後０７２池田３７１

３１０年後０２４１柳津１４２

４２０年後０２４１田島１４０

11３年後０４２国分寺２２１

６１０年後０４２２武蔵野三鷹２２０

7１０年後０４２４武蔵野三鷹２２２

３１０年後０７２岸和田貝塚３６８

9１０年後０７２茨木３７０

５５年後０４２相模原２２５

１３２０年後０７２堺３６６－２

8

１１

４

不足局番数

１０年後

３年後

５年後

逼迫時期

０７２

０４２

０２４１

市外局番

寝屋川

立川

喜多方

地域

３６４

２２３

１３９

番号区画ｺｰﾄﾞ
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（３）新たなひっ迫対策の検討（ステップ２） 

 

二重番号の使用を継続した場合は、ステップ１の分析結果のとおり、既存のひ

っ迫対策では回避できない番号区画が存在することから、ステップ２として新た

なひっ迫対策の検討を実施する。 

 

ア 新たなひっ迫対策案 

新たなひっ迫対策としては、図表４－６に示す各対策案について検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表４－６ 新たなひっ迫対策の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②拡大県識別 

①既存県識別 

・同一都道府県内の空状態の他局番を二重番号（裏番号）として使用 ⑦ 二重番号用として同一県内の他 
空き局番を使用 

・同一都道府県内の空状態の他局番へ利用者を移動 ⑥ 同一県内の他局番への移動 

・隣接する番号区画の統合を実施し、空容量を効率的に使用 ⑤ 番号区画統合 

・千番単位の番号付与を行い、分割損の削減による番号利用の効率化を
図る

④ 千番単位の番号付与 

番号使用の 
効率化 

・桁数を1桁増やし、番号容量を10倍にする③ 11桁化 

0A 化 
番号容量 
拡大 

内容対策種別

②拡大県識別 

①既存県識別 

⑦ 二重番号用として同一県内の他 
空き局番を使用 

⑥ 同一県内の他局番への移動 

・隣接する番号区画の統合を実施し、空容量を効率的に使用 ⑤ 番号区画統合 

・千番単位の番号付与を行い、分割損の削減による番号利用の効率化を
図る

④ 千番単位の番号付与 

番号使用の 
効率化 

・桁数を1桁増やし、番号容量を10倍にする③ 11桁化 

0A 化 
番号容量 
拡大 

内容対策種別

・0A 化による領域拡大（３桁目（C）で完全な都道府県識別が出来る） 

・0A 化による領域拡大（３桁目（C）で完全な都道府県識別が出来ない）
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イ 各対策案の分析 

新たなひっ迫対策案の①～⑦に対して、（A）ひっ迫を回避可能な期間、（B）

利用者への影響、（C）電気通信事業者側への影響、（D）その他の影響、につい

てのそれぞれの主な評価は以下のとおりであり、案ごとの評価を一覧で図表４

－７に示す。 

 

(A) ひっ迫を回避可能な期間 

対策案②③⑥⑦は、長期にわたりひっ迫を回避可能となり、対策実施効果

が大きい。 

 

(B) 利用者への影響 

ひっ迫対策を実施する際には、利用者への影響を最小限とすることが望ま

しく、対策案④⑦は、ダイヤル手順の変更、対策実施後の周知、利用者設備

の設定変更等の対応が必要無く、また、地理識別への影響も無いことから、

利用者への影響の観点からは最適な対策である。 

 

(C) 電気通信事業者側への影響 

対策案③④⑤は事業者におけるシステム改修規模が大きく、改修実施まで

にはおおむね２年以上の期間が必要となる。これに対して、①②は既に０A

化が実施されている地域も存在し、システム改修は不要であるが、広報に関

する事業者負担が生じる。⑦は、システム改修規模は小さく、早期に対応可

能であり、かつ、広報活動も必要ないため、事業者への影響が最も小さい対

策である。 

 

(D) その他の影響 

その他の影響として、下記事項の発生が懸念される。 

対策案①② ：天気予報誘導トーキー（新市外局番＋１７７）における案

内番号数の増加による案内時間の長時間化 

対策案④  ：番号管理の煩雑さ増大 

対策案⑥  ：将来の環境変化により移動先番号領域でのひっ迫発生 

対策案⑦  ：将来の環境変化により裏番号を提供する番号領域でのひっ

迫発生 
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＊：０ＡＢ～Ｊ番号の新たな需要の発生などの将来の環境変化によってはひっ迫回避可能な

期間は短くなる可能性有り。 

 

図表４－７ 新たなひっ迫対策に対する評価 

 

ウ 新たなひっ迫対策の総合評価 

総合的に各案を評価すると、既存の対策ではひっ迫を回避できない番号区画

に対しては、利用者への影響、電気通信事業者側への影響等から⑦のひっ迫対

策が適当である。 

なお、⑦の対策は、０ＡＢ～Ｊ番号の新たな需要の発生などの将来の環境変

化によっては、裏番号を提供する番号領域がひっ迫する可能性があり、番号ポ

ータビリティの二重番号の使用を解消するまでの間の暫定的な措置として実

施すべきである。 

また、例えば、０４２エリアにおける裏番号の番号計画としては０４２－０

／１等の空き局番を利用するなどの裏番号の利用計画、割り当てた裏番号の返

却や表番号としての利用禁止などの検討が別途必要である。 

 

 

期間 

規模 

なし 
複雑（市内局番 
の変更の可能 
性あり） 

なしなし
電話番号に
関する設定を
全変更

閉番号ダイヤ
ルに関する変
更 

閉番号ダイヤ 
ルに関する変 
更 

利用者設 
備の 対応 

なし 全国 ( 海外も含 
む） なしなし

全国(海外も
含む）

番号変更地域
のみ 

番号変更地域 
のみ 

周知 が必 
要な エリア 

電気通信 
事業者側 
の影響 

利用者へ 
の影響 

なし

大

～２年程度

大

ＭＡ、交換機
識別の精度が
悪化

変更なし

３年～５年

⑤番号区画統
合

膨大

膨大

２年以上

極大

変更なし
（番号は変更）

全地域ダイヤ
ル手順変更

２０年以上

③１１桁化

小 大 大中 中 
ルーチング 
処理 能力 
への影響 

なし 大 なし大 大 広報の 
困難性 

小 小 大なし なし シ 
ス 
テ 
ム 
対 
応 

変更なし
変更なし 
（番号は変更） 変更なし

県識別の精度
が悪化 変更なし 地理識別 

の精度 

～１年程度～１年程度 ～２年程度なし なし 

裏番号提供元 

でのひっ迫懸念

変更なし

２０年以上

⑦ 二重番号用と
して同一県内
の他空き局番
を使用

移動先での逼 
迫懸念 

全地域ダイヤ 
ル手順変更 

２０年以上 

⑥ 同一県内の 
他空き局番へ 
の移動 

④千番単位の
付与

0A 化 

番号管理の煩
雑さ増大

天気予報 
誘導トーキの
案内番号増加

天気予報 
誘導トーキの 
案内番号増加 

他の影響 

変更なし
区画内ダイヤ
ル手順変更

区画内ダイヤ 
ル手順変更 

ダイヤル 
手順 

５年～１０年２０年以上 ５年～２０年 

② 拡大県識別
0ABC, 
0AB ’ C ’ 

① 既存県識別 
0ABC

なし なしなし

なし ( 
なしなし

全国(海外も
含む）

番号変更地域
のみ 

番号変更地域 
のみ 

周知 が必 
要な エリア 

ユーザへ 
の影響 

なし

大

変更なし

極大

２０年以上

小 
ルーチング 
処理 能力 
への影響 

なし なし
広報の 
困難性 

小 小 大なし なし 

変更なし変更なし変更なし 

なし なし 

変更なし

２０年以上

⑦ 

２０年以上 

0A 

天気予報 天気予報 

変更なし

２０年以上 ひっ迫を回避可能な期間
＊ 

’ ’ 
（A） 

（B） 

（C） 

（D） 
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４－４ ０ＡＢ～Ｊ番号の確保に向けて 

 

今回の需要予測の結果、番号ポータビリティの二重番号の需要が新規需要の７

０％弱を占めており番号ひっ迫に与える影響が大きいという結果が得られた。 

また、ひっ迫対策の検討の結果、二重番号を使用しない場合は、既存のひっ迫対

策のみで２０年後（平成３７年）までひっ迫が回避可能という結果が得られた。 

 しかし、二重番号の使用を継続した場合には、既存のひっ迫対策ではひっ迫が回

避出来ない番号区画が３年後に出てくることが予測され、新たなひっ迫対策につい

ての検討が必要となる。 

 

これらの状況から、０ＡＢ～Ｊ番号の確保のためには、番号ポータビリティの二

重番号の使用について２～３年後を目途に解消することが必要である。 

 

しかしながら、番号ポータビリティの二重番号の使用の解消については、現在事

業者間で検討が進められている段階であり、実現には一定の期間を要することが想

定される。 

このため、二重番号の使用しない方式への移行が実現されるまでの期間に番号ひ

っ迫が発生する場合には、暫定的な対策として、番号ポータビリティの裏番号に同

一都道府県内の空き局番を使用する方法を取ることが適当であり、関係する電気通

信事業者においては、３年後にも想定されるひっ迫時に速やかに対策が取れるよう

前もって検討・準備を進めることが必要である。 
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その他の検討課題 
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第５章 その他の検討課題  
 

ＥＮＵＭトライアルについては、「平成１４年度電気通信番号に関する研究会」に

おいて、「諸外国において、ＥＮＵＭのトライアルが進められている状況等を踏まえ、

我が国においても、ＥＮＵＭに関する技術的な検討を進めるに当たっては、ＥＮＵＭ

トライアルの実施についても検討することが必要。」とされていた。このため、国際

的な枠組みでのＥＮＵＭトライアルの体制整備について検討する。 

また、構成員より１ＸＹ番号による営業・料金案内接続について意見があったこと

から、営業・料金案内に用いる番号について検討する。 

 

５―１ ＥＮＵＭトライアルへの対応 

 

（１）ＥＮＵＭとは 

 

ＥＮＵＭ（Telephone Number Mapping）とは、電話番号（Ｅ．１６４番号）を

用いて、インターネット上の様々なアプリケーション（インターネット電話、電

子メール等）に接続する仕組みである。 

具体的な接続手順は、図表５－１のとおりであり、電話番号から国内プレフィ

ックスを除き、国番号（日本の場合、８１）を付けた数字からドメイン名へ変換

する。このドメイン名を元にＤＮＳサーバを検索し、接続可能なアプリケーショ

ンを選択し接続することとなる。 

主なアプリケーションとしては、ＳＩＰ、電子メール、ｗｅｂページ等がある。 

 

① 電話番号
000-1234-5678

② 国内プレフィックスを除き、国番号を付け数字だけに
810012345678

③ 逆順にしドットを挿入しTLD(トップレベルドメイン）を付加
8.7.6.5.4.3.2.1.0.0.1.8.tld.

④ DNSを検索し登録されているURIを得る

⑤ 結果からクライアントは，アプリケーションを選択
⑥ アプリケーションの起動

1) sip:△△△@sip.soumu.go.jp 
2) mailto:△△△@soumu.go.jp
3) tel:+81△△△△△△△△

 

図表５－１ ＥＮＵＭ接続手順 
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また、ＥＮＵＭは、「平成１４年度 電気通信番号に関する研究会」において

整理されたとおり、その導入目的から、 

・ 利用者が自らの意志で電話番号に対応するＤＮＳレコードの登録や、電話

番号に対応するアプリケーションを特定し、インターネット上で電話番号を

活用するためのスキームである「ユーザＥＮＵＭ」 

・ ＩＰ電話を提供する事業者が、ＩＰ電話の接続を行う際に電話番号とＩＰ

アドレスを対応付ける方法にＥＮＵＭ技術を利用するなど、電気通信事業者

が電気通信サービスの提供のために導入する「事業者ＥＮＵＭ」 

の２つの形態に分類することができる。 

 

（２）ＩＴＵの検討状況 

 

ＩＴＵにおける検討状況は、図表５－２のとおりであり、前述のユーザＥＮＵ

Ｍとしての議論が中心となっており、事業者ＥＮＵＭに関する検討は行われてい

ない。 

ＥＮＵＭトライアルに関しては、Ｔｉｅｒ０（国際部分）の管理手順について

平成１４年５月（地理的国番号）、平成１４年１２月（非地理的国番号）に暫定

手順が承認されており、トップレベルドメインについては、ｅ１６４．ａｒｐａ

とされている。 

一方、実用化に向けたＴｉｅｒ０の管理手順については、ＩＴＵ－Ｔ勧告草案

Ｅ．Ａ－ＥＮＵＭ（地理的国番号関連）、Ｅ．Ａ－Ｎ／ＧｏＣ（非地理的国番号

関連）の検討が進められているが、トップレベルドメインやその管理体制につい

て、各国の意見が対立しており議論は進んでいない。また、Ｔｉｅｒ１（国内部

分）管理運用手順については、平成１４年５月に地理的国番号用のＩＴＵ－Ｔ勧

告Ｅ．１６４勧告補遺文書３が、平成１５年５月には非地理的国番号用のＩＴＵ

－Ｔ勧告Ｅ．１６４勧告補遺文書４が承認されている。 
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Tier 0
管理手順

Tier 1
管理運用手順

△ △ △ △
SG2会合 SG2会合 SG2会合 SG2会合

△
SG2会合

1-6

平成14年 平成15年

7-12
△

SG2会合

平成17年

E.A-N/GoC

関

連

勧

告

地理的国番号

非地理的国番号

共用国番号(+388)
国際衛星携帯(+881)
国際網(+882)

UPT(+878)
国際ﾌﾘｰﾌｫﾝ(+800)
国際ﾌﾟﾚﾐｱﾑﾚｰﾄ(+979）
国際分担課金 (+808)

承認

地理的国番号

非地理的国番号

承認

TLDの検討
結果待ち

承認

承認

国際部分

国内部分

平成18年
～

E.A-GSVC （未検討）

E.164
勧告補遺3

E.A-ENUM

暫定手順

暫定手順

E.164勧告補遺4

1-6
△

平成16年

7-12

SG2会合
△
SG2会合

改版承認

改版承認

改版承認

平
成
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図表５－２ ＥＮＵＭ関係勧告の検討状況 

 

ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｅ．１６４勧告補遺文書３には、ＥＮＵＭの管理運用に関する

役割分担が規定されており、Ｔｉｅｒ１の国番号の管理責任者は国番号の割当て

を受けた加盟国とされている。運用機関及び登録機関等については国内マターと

されている。 

※詳細は「E.164補遺文書3」に記載
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図表５－３ ＥＮＵＭの運用・管理に関する役割分担 



６８ 

（３）諸外国のＥＮＵＭトライアルへの取組 

 

ＥＮＵＭに関する技術及び運用手順の標準化が進む中で、諸外国においては、

「ユーザＥＮＵＭ」を前提に、技術実証やアプリケーション開発のための実験（Ｅ

ＮＵＭトライアル）が行われてきた。世界各国でのトライアルは、（国番号）．ｅ

１６４．ａｒｐａのドメイン名をＲＩＰＥ ＮＣＣへ登録して実施している国と、

独自のドメイン名を使用してトライアルを実施している国がある。（国番号）．ｅ

１６４．ａｒｐａのドメイン名をＲＩＰＥ ＮＣＣへ登録してトライアルを実施

している国同士は、国境を越えたＥＮＵＭトライアルの円滑な実施が可能である。 

 

ＥＮＵＭトライアル用のｅ１６４．ａｒｐａのドメイン名を登録するＤＮＳサ

ーバ（Ｔｉｅｒ０ ＥＮＵＭ ＤＮＳサーバ）は、ＲＩＰＥ ＮＣＣがＩＴＵ－

Ｔの協力を得て運用しているものであり、ＥＮＵＭトライアルを行う多くの国で

は、（国番号）．ｅ１６４．ａｒｐａのドメイン名がそれらの国々のＴｉｅｒ１ Ｅ

ＮＵＭ ＤＮＳサーバに委任(delegation)されてトライアルを実施している状

況である。 

委任されている国・地域はヨーロッパ地域が中心であり、その他の地域では、

オーストラリア、中国、韓国などが委任されている状況である。 

また、独自のドメイン名を使用してトライアルを実施している国・地域として

は、アジア地域では、日本、台湾などがある。 

 

（４）我が国におけるＥＮＵＭトライアルへの対応方針 

 

ア ＥＮＵＭトライアルへのこれまでの取組・課題 

これまで国内でのトライアル活動は、非営利の任意団体である「ＥＮＵＭト

ライアルジャパン」（会長 後藤滋樹教授（早大））を中心に総務省と連携を図

りながら検討を行っているが、国際的にはユーザＥＮＵＭを前提としたトライ

アルの活動が活発化してきており、我が国においてもＥＮＵＭの運用経験の獲

得や商用化に向けた検討を行う上では、国際的な枠組みでのトライアルの実施

が求められる状況となってきている。 

このような状況から、ｅ１６４．ａｒｐａのドメイン名を用いた国際的な枠

組みでのＥＮＵＭトライアルのための体制整備について検討を行う必要があ

る。 

具体的な体制整備としては、トライアルに用いるＥＮＵＭ ＤＮＳサーバの

ＩＴＵ－Ｔへの登録、トライアルに用いるＥＮＵＭ ＤＮＳサーバ管理の在り

方及びトライアルに用いる番号の在り方について検討が必要である。 



６９ 

 

イ トライアルに用いるＥＮＵＭ ＤＮＳサーバのＩＴＵ－Ｔへの登録 

トライアルに用いる国内のＴｉｅｒ１ ＥＮＵＭ ＤＮＳサーバについて、

ＲＩＰＥ ＮＣＣ及びＩＴＵ－Ｔが運用するＴｉｅｒ０ ＥＮＵＭ ＤＮＳサ

ーバへ登録する必要があるが、前述の暫定手順（平成１４年５月承認）により、

登録手続は加盟国が行うことと定められているため、総務省がＩＴＵ－Ｔ及び

ＲＩＰＥ ＮＣＣに対して割当申請手続を行い、承認を得ることが適当である。 

 

ウ トライアルに用いるＥＮＵＭ ＤＮＳサーバの管理の在り方 

国内において、トライアルに用いるＴｉｅｒ１ ＥＮＵＭ ＤＮＳサーバの

運用・管理については、技術的・専門的知識が必要であることから、外部の機

関に請け負わせる等により運用することが適当と考えられる。 

また、ＥＮＵＭトライアルの運用・管理に当たっては、トライアルへの参加

者が柔軟に参加することを考えれば、トライアル用サーバとの技術的な連携が

密に行える体制が望ましく、トライアルへの参加の申込みは、トライアル用サ

ーバの運用管理機関へ直接行い、各種設定やトライアル番号が付与される体制

とすることが望まれる。 

今後、早急にこのようなＥＮＵＭトライアルの体制を整える必要がある。 
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図表５－４ トライアル用のＥＮＵＭサーバの管理体制 
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エ トライアルに用いる番号の在り方 

トライアル用番号の検討については、平成１４年度電気通信番号に関する研

究会では、「ＥＮＵＭトライアルを実施する場合には、既存の電気通信サービ

スの利用者に影響を与えないことが確保できることを条件として、トライアル

に必要な番号が利用できるように措置することが必要である。」と報告されて

いる。 

この報告を受け、既存の電気通信サービス利用者に影響を与える恐れが少な

い、これまでの番号体系とは異なる「＋８１ ００ＣＤＥＦＧＨＪＫ」を使用

して、国内でのトライアルを進めている状況である。 

一方で、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｅ．１６４においては、国番号に続く１桁目に国内

プレフィックスと同じ数字（日本の場合は「０」）を使うべきではないとされ

ているが、トライアルにおいては、一般の利用者が直接ダイヤルをする番号で

はなく、国内でのトライアルで使用している番号でも現時点では特に利用者へ

の影響が出ていないことから、国際的な枠組みでのトライアルに限り、今後も

同様の番号体系にて行うことが適当である。 

 

（５）ＥＮＵＭの実用化に向けた検討 

 

ＥＮＵＭを実用化する動きは諸外国において数例あるものの、我が国において

は現時点では実用化を表明する事業者等がいない状況であり、ＥＮＵＭの実運用

時に使用する番号については、現時点では事業化に向けた検討が必ずしも必要と

は考えられないことから、今後の事業者の動向を踏まえ、適切な時期に別途、検

討することが適当と考えられる。 



７１ 

５－２ １ＸＹ番号による営業・料金案内接続について 

 

（１）営業・料金案内に用いる番号の在り方について 

 

営業・料金案内に用いる電気通信番号（１ＸＹ）に関しては自網内で利用する

番号とされているが、他社への営業案内の接続番号（着信課金用番号（０１２０、

０８００）等）と比べ桁数の違いがあることから、新規サービスの受付を行う際

の利用者への訴求度を鑑みれば、各事業者の利用者がその事業者の営業・料金案

内への接続と同じ桁数のダイヤル手順で他事業者の営業・料金案内に接続できる

ようにすべきであるとの提案がなされた。 

 

（２）営業・案内用番号の状況 

 

営業・案内用番号としては、現在、各事業者の判断により、１ＸＹ番号（１１

６、１５１、１５７）、着信課金用番号、事業者識別番号＋付加番号を用いて提

供している状況である。 

 

（３）検討 

 

  ア 公正競争上の問題 

新規サービスの営業案内の番号が、自加入者と他加入者で桁数が異なること

が、公正競争上問題となるかどうか、また、それが自加入者の数に依存するの

かどうかについては、事業者間で意見が分かれた。 

 

イ 問い合わせ・故障受付窓口用１ＸＹ番号 

既に提供しているサービスに関する問い合わせ、故障修理受付等に１ＸＹ番

号を使用することについては、サービス利用者の利便を考えれば、問題が無い

と考えられる。 

 

  ウ 事業者ごとの１ＸＹ番号の確保 

他事業者の営業窓口に接続するために新たな１ＸＹ番号を設けることは、１

事業者につき１番号が必要となるため、全事業者に平等に「１ＸＹ」番号を付

与するのに十分な容量がないこと、他社営業・料金案内接続の番号形態には着

信課金用番号などの別の接続方法があること等から、過去の「電気通信番号に

関する研究会」の結論（１ＸＹ番号は網内の使用に限る。）のとおり適当では

ないと考えられる。 



７２ 

   

  エ 新規サービスの営業を着信課金用番号に統一する場合の課題 

全事業者が新規サービスの営業を着信課金用番号へ統一することについて

は、公正競争の便益と多数の既存利用者が使い慣れた番号を使えなくする不便

さとの比較、新規サービスの範囲はどこまでか、新規サービスのみ別番号にす

ることによる利用者への影響、利用者が誤って１ＸＹ番号をダイヤルした場合

の利用者への対応方法、着信課金用番号が使用できない事業者への影響などに

ついて検討が必要との意見があった。 

 

（４）まとめ 

１ＸＹ番号等の新規サービス受付への使用については、どれだけ短い番号の使

用に優位性があるのか、また、あるとした場合でも利用者への影響などについて

十分に検討を行う必要がある。これらの課題について、今後、検討していくこと

が適当である。 
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